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目的、位置付け及び期間 
 
（１）目的 
大阪府では、平成 28年 12月に策定した「住まうビジョン・大阪」に基づき、「住まうなら

大阪」と思える、多様な人々が住まい、訪れる魅力あふれる都市の創造を目標に、活力・魅力
の創出と安全・安心の確保が相互に作用しあい、好循環を生み出す政策を展開しています。 
グランドデザイン・大阪※及び大阪都市圏※に基づく、うめきた地区をはじめとした拠点整
備や、特徴ある景観資源の発掘・発信、住宅・建築物の耐震化、密集市街地※の一部解消、新
たな居住支援の枠組みの進展などの取組みが進むとともに、大阪府の住まいやまちづくりに
関する意識・満足度の指標がおおむね向上するなど、「住まうなら大阪」と思えるような一定
の成果が出てきています。 

 
一方、近年の⼤阪・関⻄万博の開催に向けた機運や、誰一人取り残さない持続可能な世界
の実現という SDGs※の達成への貢献、多様な生活ニーズ、頻発する地震・台風等の自然災害
などの危機事象も含め、社会情勢の変化への柔軟な対応が求められています。 
また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、経済や府⺠⽣活が影響を受けるとともに、
「新たな日常※」によりデジタル化の加速など新たな潮流が生じてきています。さらには、人
口や世帯数の減少、高齢化のさらなる進展、在住外国人の増加など世帯の多様化が進んでい
ることにより、住宅セーフティネットの観点から⺠間賃貸住宅・公的賃貸住宅※の役割につい
ての再整理などの課題も存在しています。 

 
このような状況の下、社会情勢の変化などによる多様なニーズに対応し、「多様な人々がい
きいきとくらし、誰もが住みたい、訪れたいと感じる、居住魅力あふれる都市の実現」とい
う基本目標の達成に向けた取組みの方向性を示すため、新たな「住まうビジョン・大阪」を
策定するとともに、本ビジョンに基づき、様々な主体が連携・協働を図り、施策を一体的か
つ総合的に展開していきます。 
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（２）位置付け 

本ビジョンは、住生活基本法に基づく、「大阪府住生活基本計画」として策定するものであ
り、「将来ビジョン・大阪」をはじめとする上位・関連計画との連携・整合を図ります。 

 

 
 

 
 

 

 
 
 

 

 

 
（３）期間 

本ビジョンの計画期間は、2021（令和３）年度から 2030（令和 12）年度までの 10年間と
します。なお、⻑期的な⽬標を提⽰する観点から 10年間の計画期間としていますが、計画の
達成状況の評価や社会･経済の変化、関連する計画との整合性などから、おおむね５年を基本
として、必要に応じて計画の見直しを行います。 

住まうビジョン・大阪
（大阪府住生活基本計画）

【個別の方針・計画】

【関連する⾏政計画】

○⼤阪スマートシティ戦略
○⼤阪府まち・ひと・しごと創⽣総合戦略
○⼤阪府国⼟利⽤計画
○大阪府国土強靭化地域計画
○大阪府都市計画区域マスタープラン
○大阪府新環境総合計画
○大阪府高齢者計画
○大阪府障がい者計画
○大阪府子ども総合計画
○みどりの大阪推進計画
○大阪府人権施策推進基本方針
○大阪府ファシリティマネジメント基本方針

など

【国、市町村】

大阪府居住安定確保計画

⼤阪府営住宅ストック総合活⽤計画

など

住生活基本計画
（全国計画）

市町村住宅マスタープラン

○市町営住宅ストック総合計画
○市町村耐震改修促進計画

など

空家総合戦略・⼤阪

住宅建築物耐震10ヵ年戦略・⼤阪

将来ビジョン・大阪
万博のインパクトを活かした大阪の将来に向けたビジョン

大阪の再⽣・成⻑に向けた新戦略 など

グランドデザイン・大阪
グランドデザイン・大阪都市圏

【大 阪 府】
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基本目標の達成状況把握のための指標 
基本目標の達成に向けては、⾏政だけでなく府⺠や⺠間事業者、NPOなどの多様な主体が
連携・協働した取組みが重要です。 
このため、これら多様な主体が連携・協働して達成すべき目標を分かりやすく提示するとと
もに、計画の進行管理を行うための指標として、「みんなでめざそう値」を設定します。 
なお、設定に当たっては、国による統計調査や府が独⾃に実施する調査をもとに、中⻑期に

わたって経年変化が把握可能な項目を選定します。 
また、設定した指標については、できる限りその進捗状況の把握に努め、PDCAサイクルに
よる進行管理を行います。 

（みんなでめざそう値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【データの出典】 
*1 住宅・土地統計調査（総務省） 
*2 住生活総合調査（国土交通省） 
*3 空家対策に関するアンケート（国土交通省） 
*4 マンション総合調査（国土交通省） 
*5 宅地建物取引業者に関する人権問題実態調査（大阪府） 
*6 大阪府調べ 

出典 関連施策

1
新たな日常に対応した質の高い住まい環境であると感じている府⺠の割合
（換気のよさ・断熱性・遮音性に対する満⾜度） 57% （H30） 67% （R12） ＊2 くらしの質を高める

2 市町村の取組により除却等がなされた管理不全空き家数 6,400件 （R1） 14,000件 （R12） ＊3 くらしの質を高める

3
２５年以上の⻑期修繕計画に基づく修繕積⽴⾦額を設定している分譲マンション
管理組合の割合 59.7% （H30） 75% （R12） ＊4 くらしの質を高める

4 高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率 60.9% （H30） 75% （R12） ＊1 都市の魅⼒を育む

5 地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 1,014ha （R2） 解消 （R12） ＊6 安全を支える

6 住宅の耐震化率 88.7% （R2） 95% （R7） ＊1 安全を支える

7 居住支援協議会を設⽴した市区町村の人口カバー率 6.7% （R2） 50% （R12） ＊6 安心のくらしをつくる

8 公的賃貸住宅全体の⼾数 39.2万⼾ （R2） 31.0万⼾ (R32※) ＊6 安心のくらしをつくる

9 賃貸住宅における入居差別の状況
 ①高齢者 ②障がい者 ③⺟⼦（父子）家庭 ④外国人

①30.0%
②14.1%
③6.4%
④23.2%

（H27） 解消 （R7） ＊5 安心のくらしをつくる

10
土地取引等における差別の状況
（宅地建物取引業者が取引物件に関して、同和地区であるかどうかの質問を受けた経験があ
る割合（過去５年間））

16.3% （H27） 解消 （R7） ＊5 安心のくらしをつくる

11
宅地建物取引業者の⼈権意識
 ①人権に関する指導監督基準の規制内容の認識割合
 ②宅地建物取引業第47条関係の解釈に関する国土交通大臣答弁の認識割合
 ③⼤阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の改正内容の認識割合

①75.8%
②74.6%
③68.5%

（H27） 100% （R7） ＊5 安心のくらしをつくる

※30年後の⼾数として設定し、5年毎に検証を⾏います。

項目 現状 目標
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Ⅰ．基本的な方針 

１．基本目標 

「住まい」は、人々のくらしを支える生活の基盤であり、さらに社会生活や地域における
あらゆる活動を支える拠点です。また、「まち」は人々の働く、学ぶ、交流するといった人々
のくらしや、あらゆる活動の拠点です。 
このように、「住まい」と「まち」は、府⺠の安全・安心なくらしに不可欠なものであり、
その関係性やあり方が人々のくらしの豊かさ、さらには大阪全体の活力に大きな影響を及ぼ
します。 
基本的な方針として、多様な人々が住まい、訪れる居住魅力あふれる都市の創造とともに、
⼤阪・関⻄万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイン※」や SDGs※達成への貢献、
新型コロナウイルス感染症を契機とする「新たな日常※」も踏まえ、健康でいきいきと幸せ
にくらせる都市の実現をめざし、「多様な人々がいきいきとくらし、誰もが住みたい、訪れ
たいと感じる、居住魅力あふれる都市の実現」を基本目標とします。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●⼤阪・関⻄万博開催に向けた機運 ●SDGｓ達成への貢献
●多様な生活ニーズ ●新しい生活様式、新たな日常 ●頻発する自然災害

社会情勢の
変化等
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２．政策の方向性 

基本目標の実現に向けては、「活力・魅力の創出」と「安全・安心の確保」に重点を置いた
取組みを進める必要があります。 
これら２つは、「活力と魅力ある住まいと都市が形成され、多様な人々が住まい、活発に
交流することにより、安全・安心も高まる」、また、「災害時の安全性や居住の安定性など安
全・安心が確保された住まいと都市が、多様な人々を惹きつけ、活力と魅力が生み出される」
といった、相互に作用しあい、好循環を生み出すことが期待されます。 
さらには、相次ぐ自然災害への備えのみならず、新型コロナウイルス感染症の影響による
社会情勢の変化などに対応する必要があります。 
そのため、今後の政策展開にあたっては、社会情勢の変化などに柔軟に対応しながら、「活
力・魅力の創出」と「安全・安心の確保」が相互に作用しあい、好循環を生み出す政策を展
開します。 
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３．施策展開の視点 

「活力・魅力の創出」と「安全・安心の確保」が相互に作用しあい、好循環を生み出す政
策展開にあたっては、以下の視点を踏まえ、施策を構築・推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点① 多様性（ダイバーシティ※） 

〜 多様化するニーズへのきめ細やかな対応 〜 

大阪に住まう人々・世帯における価値観・くらし方の変化や、新型コロナウイルス
感染症を契機とした居住・労働環境の急激な変化など多様化するニーズを的確に把握
することが重要です。 
誰もが安心してくらしやすい都市とするため、所得や仕事の都合で居住地を選択で
きない人達や、人の価値観や世帯の多様化、「新たな日常※」に応じたくらし、いきい
きと健康的なくらしなどのニーズに、きめ細やかに対応していく必要があります。 

 

視点② 共創（コ・クリエーション※） 

〜 様々な分野や、公⺠の連携による事業効果の最⼤化 〜 

施策実施にあたり、関係者が一丸となって取り組むという土壌と、その取組みが狭
い範囲にとどまらず、より広範囲にわたって効果を波及させていくことが重要です。 
⾏政や公的団体、⺠間事業者等、多様な主体それぞれが持つ資源や情報を融通しあ
い、協力・連携していくことはもちろんのこと、住宅まちづくりの領域だけではなく、
くらしを取り巻く分野とも連携した取組みが不可欠です。 
また、事業の効果をより発揮させるため、⾏政や公的団体は、⺠間の⼒を最⼤限引

き出せるよう協調して取り組み、その効果を周辺に波及させることが必要です。 
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視点③ 資源の活用（リソース※） 

〜 大阪がもつ多様なストック※・ポテンシャルの活用 〜 

施策展開の資源は、住宅・建築物のみならず、都市インフラ※や居住魅力につながる
ソフトも含めて活用すべきであり、住宅ストックの活用にあたっては、耐震性などの
安全性、府⺠の居住における安⼼に加え、良質なストック形成という視点から、質の
確保に向けた取組みが必要です。 
また、住宅・建築物や都市インフラ、自然環境、歴史的風土・文化、多様な人材や
コミュニティなど、大阪の特徴ある多様なストック・ポテンシャルをサスティナビリ
ティ（持続可能性）の視点を持ちながら生かし、大阪に住まう人々や都市の活力・魅
力を創出します。 

 

【「住まうビジョン・大阪」と SDGs※の関係の整理】 

大阪府は、全庁一丸となって SDGs※の推進を図り、SDGs※先進都市をめざしています。 
「住まうビジョン・大阪」と SDGs※との関連性を整理したうえで、その取組みを推進します。 
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Ⅱ．基本目標の実現に向けた施策の方向性 
 

基本目標の実現に向け、「くらしの質を高める」ことをめざすとともに、「都市の魅力を育
む」ことや、人々のくらしの原点である「安全を支える」、「安心のくらしをつくる」という方
向性のもと施策を展開します。 

また、施策の展開にあたっては、その優先順位を考慮し、特に基本目標の実現に向けて重
要な施策については、「重点取組」として強力に取組みを進めます。 
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（１）新たなライフスタイルを支える身近なまちづくり 

① スマートシティ※等による個性のあるまちづくりの推進【重点取組】 

大阪府では、大阪市内の中心部で都市的な土地利用と居住機能が重なった地域における
職住が近接したまちなかでの居住が進んでいます。 
働き方やライフスタイルに変化が進む中、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機とす
るテレワーク※の進展等により、千里・泉北ニュータウン※など都心※から比較的近い距離
にある郊外※住宅地などにおいても職住近接に加え、職住融合のニーズが増えることも考
えられます。 
また、東京一極集中の是正などの機運が高まるとともに、デジタル技術の進展による DX

（デジタルトランスフォーメーション）により、今後は住まいや医療、保健、教育、防災
など分野を問わず、様々なデータを活用した新たな価値を創出する試みが更に加速するた
め、これらを生かし、いかに府⺠が実感できる形での質の⾼いまちづくりに取り組んでい
くかが重要となります。 
これらの新たな潮流を踏まえ、居住地の選択に対する府⺠ニーズの変化に柔軟に対応で
きるよう、住まいとその周辺環境を再評価し、先進技術を活用したスマートシティの実現
などにより、誰もが快適な都市空間や居住環境の実現に取り組み、様々な個性を持ったま
ちづくりを進める必要があります。 

〇新しい⽣活スタイルに対応し、先進技術も取り⼊れながら、将来の⼤阪の成⻑・発
展を支え、都市の魅力を高めるまちづくりを推進します。 

〇大阪への移住や多拠点居住を加速させるため、空家や公的ストック※をシェアオフ
ィス※・サテライトオフィス※などに活用する取り組みを推進します。 

〇公的ストックを多く抱える泉北ニュータウンなど郊外の大規模ニュータウン再生の
取組みにおいて、ニュータウンの抱える課題を先進技術により解決しスマートシテ
ィを実現するまちづくりの取組みを推進します。 

 

 

１．くらしの質を高める  

大阪に住まう人々が、いきいきと快適にくらすことができる住まいやまちを実現するた
め、新たなライフスタイルを支える身近なまちづくり、健康でいきいきとくらせる住まい・
まちづくり、多様なニーズに対応した良質なストック※形成など、くらしの質を高める取
組みを進めます。 

※ 
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② 郊外※住宅地（ニュータウン※）の再生、活性化 

⾼度経済成⻑期に開発されたニュータウンでは、施設の⽼朽化、住⺠の⾼齢化などの課
題に対し、地域住⺠との共創（コ・クリエーション※）により解決をめざす様々な取組み
が進みつつあります。 
交流できる場づくりなどを通じて地域コミュニティが活性化され、高齢者だけでなく子

育て世帯など多様な世帯が住み慣れた地域で住み続け、働くことができる、誰もが住みや
すいまちとすることが必要です。 
特に、公的賃貸住宅※や公園などの公的ストック※を多く含むニュータウンにおいては、

住宅供給主体、自治体、事業者などの関係者が密接な連携を図り、公的ストック等をまち
づくりに積極的に活用し、地域価値の向上に向けて取り組むことが重要です。 
また、千里・泉北ニュータウンの再生や活性化のモデル的な取組みを府内に広げていく
ことが重要です。 

 
 

（出典：国土交通省 HP） 

■スマートシティ※を実現するまちづくり（イメージ） 

（出典：東京都住宅供給公社 HP） （出典：野村不動産株式会社 H1T） 

■空家や公的ストック※を活用したシェアオフィス※・サテライトオフィス※（イメージ） 

（出典：堺市 HP） 
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〇高齢化の進展が著しく進む郊外住宅団地では、高齢者などが自立した生活を可能と
するため、移動手段の確保や、生活利便施設の導入などを促進します。 

〇公的賃貸住宅※の建替えなどの事業に伴い、公的ストック等をまちづくりに活用す
る場合は、地域コミュニティ維持の観点から、地域住⺠や事業者などの関係者の意
見を踏まえ取り組みます。 

〇地域が抱える課題の解決のため、スマートシティ※の概念を取り入れつつ MaaS※を
導入するなど移動の利便性向上や、ヒートショックのリスクが少ない高断熱住宅な
ど健康に資する住宅の導入促進など、快適な住環境の実現に向けた取組みを促進し
ます。 

 

（千里・泉北ニュータウン※） 

〇公的賃貸住宅、公園などの公的ストック※や近隣センター※を活用し、新たな交流や
魅力につながる施設の導入や、くらしを支える日常の買い物などの生活利便施設等
の導入に取り組みます。 

〇計画的に整備された良好な住環境を生かし、公的賃貸住宅の資産を活用することで、
新たなライフスタイルに対応した、周辺の景観にも調和し、ゆとりがあり、みどり
があふれる住まいの供給に取り組みます。 

〇地区内の公園や緑道を活用した徒歩や自転車利用などにより、まちづくりにおいて
健康の視点を含めた取組みを進めます。 

〇子育て世帯等が住みやすいまちとなるよう公的賃貸住宅の空き室活用や活用地に環
境配慮、防犯、IoT※などを駆使した住宅・住宅地の整備をモデル的に取り組みます。 

 

（彩都） 

〇地区内外に立地する大学・研究機関などの文化学術・研究開発機能や、「みどり」あ
ふれる豊かな自然環境を生かした住宅地の形成を図り、人々が働き、楽しみ、学び、
ふれあう多彩な環境を提供するまちづくりを進めます。 

〇⼤阪府内の産業⽤地の受け⽫として、関⻄を牽引する企業の府外への流出防⽌や、
府外からの企業誘致の促進を通じて、⼤阪経済の成⻑・発展につなげるとともに、
新たな雇用創出による地域活力の向上をめざします。 
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（２）健康でいきいきとくらせる住まい・まちづくり 

① 新たな日常※に対応した質の高い住まいの普及  【重点取組】 

健康への意識が高まりつつあるなか、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、
メンタル・フィジカル両面の健康に影響を及ぼす、住宅内外の身近な環境や地域の自然資
源の重要性が再認識されています。また、感染拡大防止の観点から、換気や非接触機器の
活用等が推奨されおり、質の高い住まいの実現に向けては、これらに対応した間取りや機
器の導入はもちろんのこと、換気に優れ、柔軟な空間構成が可能な古くからある住宅の間
取りも参考になります。 

〇住宅における感染対策に配慮するとともに、住⼾内や共同住宅の共⽤部におけるテ
レワーク※や自宅学習にも適した空間に転用可能な住まいの普及を促進します。特
に、大阪府住宅供給公社、UR賃貸住宅は既存ストック※を活用したモデルとなるよ
う取り組みます。 

〇換気や非接触などの感染対策への配慮、在宅時間の増加に伴う屋内外の運動スペー
スの確保、さらには IoT※を活用した健康促進・見守りなど、誰もがいきいきと快適
にくらせる住まいの普及に取り組みます。 

〇木材は、再生可能な素材であり、室内の快適性や調湿、子どもの育成環境へのプラ
スの効果も期待できるため、住宅や子育て施設等における地域産材等木材利用を促
進します。 

 
 

 

■いきいきと快適にくらせる住まい（イメージ） 
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② 建築物の省エネルギー化の推進 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、省エネルギー性能を一層向上しつつ、
快適に過ごすことができる住まい・建築物とすることは、地球温暖化防止やヒートアイラ
ンド現象※抑制といった環境負荷の低減を目的とした施策推進だけでなく、快適性や健康
面、経済面での効果、非常時のエネルギー確保などの安心面など、くらしを豊かにするこ
とにつながります。 

〇建築物省エネ法※に基づく規制強化の検討、建築物環境配慮制度※や住宅性能表示制
度※の普及啓発をはじめ、エコまち法※（低炭素建築物）及び⻑期優良住宅※の認定な
どにより、住宅のさらなる環境配慮を誘導する施策を推進するとともに、快適性、
健康面、経済面、レジリエンス性の向上などのメリットを広く普及させ、新築住宅
の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入促進のほか、既存住宅の断熱改修な
どを促進します。 

〇建物の基本的性能として高い断熱性や日射遮蔽性能の確保、高効率機器や HEMS※

が活用されるなど、より省エネルギー効果が高く温熱環境等に優れた ZEH※を普及
します。 

〇住まいにおける ZEHと同様、その他の建築物においても、高い断熱性、日射遮蔽、
再生可能エネルギー※の利用、高効率設備や BEMS※の活用などにより、省エネルギ
ー性が高い ZEB※を普及します。 

〇府有建築物については、ESCO事業※の推進や省エネ提案型総合評価入札の実施、木
材利用の推進など、ライフサイクルを通じて CO２削減や省エネルギー等に配慮し
た施設整備を図ります。また、府内市町村や⺠間建築物に対しても、CO2削減や省
エネルギーに寄与する ESCO事業等の普及を図ります。 
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③ みどりあふれる居住空間の形成 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う外出自粛により、メンタル・フィジカル両面の健
康を保つため、みどりやオープンスペースなどの住まいの周辺環境が再評価され、その重
要性が高まりつつあります。また、テレワーク※などにより、様々な場所で仕事ができる
ようになったことから、オープンスペースは憩いや運動スペースとしての利用に加え、屋
外の自然の中など快適な空間で、自由に働く場所としての可能性が広がったと考えられま
す。そのため、公園やオープンスペースにおいて、安全・安心面への配慮のもと、みどり
を確保し、それらをつなぎ、広げ、活用していくことが重要です。 

〇都市部において、新たな価値を創造する可能性を持つ場として、働く場所の周辺に
良好な住宅や居住環境、交流・滞在・運動などができる空間を創出します。 

〇郊外※住宅地においては、公園や緑道等のみどりのネットワーク化に取り組みます。 

〇建築物の敷地等における緑化を促進するとともに、みどりの風促進区域※における
⺠間寄付等を生かした⺠有地の緑化促進や都市計画⼿法等を活⽤した緑化誘導を進
めます。 
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（３）多様なニーズに対応した良質なストック※形成 

① 空家等を活用したまちづくりの推進  【重点取組】 

府内の住宅のうち、約 71 万⼾（平成 30 年）を占める空家は、除却すべきものは除却
し、利活用できるものは利活用するという考え方のもと、それぞれの地域が抱える課題の
解決をめざしたまちづくりの観点で、既存ストックの活用を促進する必要があります。 

〇適切に管理されず生活環境に影響を及ぼす空家の積極的な除却を促進し、居住環境
の改善や地域コミュニティの活性化など魅力あるまちづくりに資する跡地利用を誘
導するため、必要な制度改善等について国に働きかける等の取組みを行います。 

〇⺠間事業者が主体となった空家や空き店舗のリノベーション※を促進するとともに、
市町村等が空家等を活用したまちづくりに取り組めるよう、専門家によるサポート
体制を充実します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

■空家等を活用したまちづくり事例 
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② 分譲マンションの管理適正化・再生推進  【重点取組】 

府内の分譲マンションは約 76 万⼾（令和元年末）であり、府⺠の⽣活を⽀える重要な
住宅ストック※となっていますが、築 40年以上の高経年マンションや、超高層マンション
など大規模マンションが増加しており、区分所有者間の意思決定の困難さや災害発生時の
避難などの様々な課題があります。 
分譲マンションを良質な住宅ストックとするため、また、令和 2年 6月のマンションに
関係する法律の改正も踏まえ、管理の適正化の推進や、建替えなどの再生円滑化の取組み
を進める必要があります。 

〇大阪府全域におけるマンション政策の基本方針及び町村域におけるマンション管理
適正化推進計画を改正法の施行にあわせて策定します。 

〇老朽化や管理組合の担い手不足等の課題がある分譲マンションに対して、必要に応
じて指導や助言、アドバイザー派遣を行うなど、専門家との連携を図りながら管理
の適正化に向け取り組みます。 

〇維持、改良が困難な分譲マンションに対して、専門家との連携の強化による相談体
制の充実など、建替えなどの再生の円滑化に向け取り組みます。 

 

 

 

  

■マンション関連法の改正 

■マンションの適正な管理と再生フロー（イメージ） 
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（１）活力と魅力ある都市空間の創造【重点取組】 

（都心※部の象徴的なエリアのまちづくり） 

都心※部の魅力が向上することで、訪れたい都市を実現するだけでなく、大阪に住まう
魅力にもつながります。 

大都市としてこれまで蓄積された都市資源のポテンシャルを最大限活用し、2025 年の
大阪・関⻄万博開催を⾒据え、大阪都心部における最先端のまちづくりなどにより活力と
魅力ある都市空間の創造を進めることが重要です。 

〇「グランドデザイン・大阪※」に基づき、都心部の６つの象徴的なエリアにおいて、
ストック※・ポテンシャルを活用し、圧倒的な魅力があり、住み、働き、楽しみたい
と思える都市空間の創造を進めます。 

〇都心部では、ビジネス、地域活動など様々な場面において、オンライン化が進む一
方で対面による重要性も増すと考えられるため、オンライン・対面のハイブリッド
化に対応した空間確保や、安全に活動・交流できる空間、公園やオープンスペース
などの交流拠点の確保に資するまちづくりに引き続き取り組みます。 

〇健康医療産業や大学などとの連携により先端技術を活用したスマートシティ※を実
現するまちづくりを進めます。 

 

（広域的な都市間連携等による地域価値の創造） 

また、大阪の産業、自然環境、歴史文化など、各地に集積する地域資源を最大限に活か
し、⺠間主導により、⾏政区域にとらわれない広域的な視点から取り組むことが重要です。 

〇「グランドデザイン・大阪都市圏※」に基づき、東⻄⼆極の⼀極を担う⼤阪都市圏の
実現に向け、広域的な視点から地域資源を活用した、魅力あふれる都市空間の創造
を進めます。 

〇夢洲における⼤阪・関⻄万博、IRのインパクトや関連インフラ整備の効果を、泉州
地域沿岸部の様々な地域資源を活用することで、ベイエリア全体の活性化、さらな
る⼤阪・関⻄の発展につなげるため、「大阪広域ベイエリアまちづくりビジョン」
において、2050 年を⻑期⽬標とした⼤阪広域ベイエリアの将来像を⽰すとともに、
様々な主体の取組みの基本的な方向性を示します。 

２．都市の魅力を育む  

⼤阪・関⻄万博やその後も⾒据え、国内外から多様な⼈々が住まい、訪れたい都市を実現
するため、活力と魅力ある都市空間の創造、世界に誇れる景観づくり、ユニバーサルデザイ
ン※のまちづくりの推進など、都市の魅力を育む取組みを進めます。 
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〇大阪府内の各地域で進められているまちづくりについては、今後、広域連携型都市
構造への転換を誘発するよう、各地域で主体的に行われているまちづくりの取組み
と連携し、必要な支援や情報発信を行います。 

 

（新しいまちづくりのグランドデザインの検討） 

グランドデザイン・大阪、グランドデザイン・大阪都市圏の策定以降生じた社会情勢
の変化を踏まえ、二つの計画の考え方を整理・統合した、新しいまちづくりのグランド
デザインの検討を進めます。 

 

〇こうした都心部の魅力の向上、府内各地の地域価値の創造と合わせて、職住が近接し
たまちなか居住の促進、ニュータウンの再生、密集市街地の整備、公的賃貸住宅の再
編など、住宅や住宅地の魅力、安全・安心に係る施策に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■府内のまちづくりの取組み ■６つの象徴的なエリアの取組み（イメージ） 
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（２）世界に誇れる景観づくり 

① 広域的観点からの景観形成 

そこに住む人々が誇りと愛着をもつことができ、いきいきと活動したい、住まいたいと
感じられる生活空間を創造していくため、大阪の魅力を更に高め、質の高い、生活文化に
根ざした個性的で優れた景観とする必要があります。 

〇府県を跨る北摂、生駒、金剛・和泉葛城などの山並み、淀川や大和川といった河川、
大阪湾、歴史的街道、広域幹線道路、ニュータウン※、大規模公園緑地などにおいて
は、大阪府が中心となって関係自治体と連携して守り、育て、生かし、愛でる大阪
の景観づくりを推進します。 

〇川、公園、樹木、歴史的建造物などの地域の個性を生かし、人々の生活や文化活動
に根ざした、人々が親しみやすく個性豊かな身近な景観づくりを市町村と連携して
推進します。 

〇公共事業は地域の景観に与える影響が大きいため、公共建築物及び、都市インフラ※

や面的開発における景観への配慮、さらに、公共事業を景観面で評価する仕組みとし
て PDCAサイクル制度の確立に取り組みます。 

 
② ビュースポット※（視点場）の活用 

⼤景観から⼩景観に⾄るまで、府⺠、⺠間事業者、来訪者、⾏政などの様々な主体が連
携し、誇りと愛着（シビックプライド）を持って快適にくらし、過ごすことができるよう、
人々を惹きつけ、安全で魅力と賑わいのある大阪の景観をつくり、守り、育て、生かす必
要があります。 

〇世界に誇れる大阪の魅力ある景観、きらりと光る個性豊かで多彩な大阪の景観を美
しく眺めることのできる「ビュースポット（視点場）」の発掘と情報発信を通じて、
人々が景観に対して関心を持ち気軽に景観づくりに参画できるよう、取組みを進め
ます。 
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（３）ユニバーサルデザイン※のまちづくりの推進 【重点取組】 

① 建築物のバリアフリー※化 

今日、性別、国籍、年齢、障がいの有無などに関わらず誰もがくらしやすく、訪れやす
い、そして誰もが活躍できるまちづくりを実現するための手法として、「ユニバーサルデ
ザイン」という概念が、広く普及しています。さらに、超高齢社会の進展に加え、2025年
⼤阪・関⻄万博の開催にあわせ、この「ユニバーサルデザイン」への注目と期待がますま
す高まっています。 
誰もが安全に暮らせるよう、府⺠⼀⼈ひとりが社会にくらす⼈それぞれの多様な特性に
ついて理解を深めるなどの心のバリアフリーはもちろんのこと、可能な限り、全ての人々
が利用しやすいデザインを取り入れることが重要です。また、多数の人が利用する建築物
や住宅のバリアフリー化を促進するとともに、それらの施設が適切に利用・維持管理され
る必要があります。 

〇バリアフリー法※や大阪府福祉のまちづくり条例※等に基づく施設整備基準により、
建築物のバリアフリー化を促進します。さらには、多機能トイレ等の車椅子使用者
の円滑利用に向けたさらなる空間確保や利用集中に対する分散配置も含め、きめ細
やかな施設のバリアフリー化にも取り組みます。 

〇府有建築物や公的賃貸住宅※については、高齢者や障がい者など誰もが安全に利用
できるよう、また、⺠間を先導する⽴場から、住⼾内の⼿すりの設置や段差解消な
どバリアフリー化を推進します。 

〇持家、賃貸住宅の双⽅を含めた⺠間住宅において、介護保険制度や国・府・市町村
の助成制度、各種融資制度を活用し、自宅に居住する高齢者の心身の状況に応じた
自立した生活や介護しやすい環境を備えた住宅への改善・バリアフリー化を促進し
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 公的賃貸住宅のバリアフリー化 ■ 多機能トイレの円滑利用 

さらなる空間確保 

200㎝以上 

20
0
㎝
以
上
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② 福祉のまちづくりの推進 

高齢者や障がい者だけでなく、子育て世帯、外国人など、様々な状況の人が自らの意思
で自由に移動でき、その個性と能力を発揮していきいきと社会に参加できるまちづくりを
進めることが必要です。 
平時から誰もが行動しやすいことに加え、災害時における避難行動に対する配慮も必要
となります。 
そのため、サインに頼らずに自然に行動が促される環境づくりを念頭におきつつ、生活
環境や連続した移動環境をハード・ソフト両面から継続して整備、改善することが重要で
す。 

〇鉄道駅とその周辺地域のバリアフリー※化の推進や、バリアフリー化された施設の
適切な利用・維持管理の促進等に取り組みます。 

〇2025年⼤阪・関⻄万博の開催を⾒据え、誰もが使いやすいよう、乗換え駅などの特
に利用者の多い鉄道駅では、バリアフリールートを複数化するなど、さらなるバリ
アフリー化に取り組みます。 

〇バリアフリー法※に基づき、高齢者、障がい者等が日常生活、社会生活において利用
する旅客施設、官公庁施設等及び相互施設間の経路の移動等円滑化に向けた取組み
を推進します。 
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（１）災害に強い都市の形成 

① 密集市街地※の整備  【重点取組】 

「地震時等に著しく危険な密集市街地（平成 24年度当初：2,248ha、令和 2年度末：1,014ha）」
を令和７年度末までに９割以上解消、令和 12 年度末までに全域解消という目標を確実に
達成するため、「まちの防災性の向上」に取り組むとともに、「地域防災力のさらなる向上」
「魅力あるまちづくり」に取り組むことが重要です。 

〇「地震時等に著しく危険な密集市街地」の確実な解消に向け、建物の延焼や倒壊を
防ぐための「建物の不燃化」、延焼遮断帯の早期整備や延焼拡大の危険性を効果的に
低減できる箇所での道路等の整備、老朽建築物の除却などによる「燃え広がらない
まち」の形成、避難や消防活動等ができる道路・避難場所の確保による「避難しや
すいまち」の形成に取り組み、「まちの防災性の向上」を図ります。 

〇切迫する大規模地震に備えるため、公助の取組みに加え、命を守ることを最優先と
した自助・共助の応急体制を整えておくことが求められることから、地域住⺠等に
よる地域特性に応じた防災活動が円滑に実施されるよう、地域への支援を強化し、
「地域防災力のさらなる向上」を図ります。 

〇「地震時等に著しく危険な密集市街地」の解消後も、防災面や住環境面での課題は
残ることから、解消後も見据え、地域住⺠や⺠間事業者による建替えや⼟地活⽤、
自主防災といった⺠間主体の自律的・持続的な「魅力あるまちづくり」が展開され
るような環境整備に取り組みます。 

 

 

 

 

 

  

 

３．安全を支える  

大規模な地震や、台風、集中豪雨による風水害等の被害が最小限に抑えられ、人命が守
られる住まいとまちによる、安心できるくらしを実現するため、災害に強い都市の形成、
住宅・建築物の安全性の確保、危機事象への備えなど、安全を支える取組みを進めます。 

■具体的な取組み 

まちの防災性の向上 魅力あるまちづくり 地域防災力のさらなる向上 

●まちの危険性の一層の「見える化」 

●地域特性に応じた防災活動への支援強化 

●多様な主体と連携した防災啓発 

●まちの将来像の検討・提示 

●道路等の基盤整備、整備を契機とし

たまちづくり 

●民間主体による建替え等が進む環

境の整備 

・狭小・接道不良敷地の解消 
・空家・空地の活用、優良宅地形成 

・地籍調査等の推進 
・様々な分野の専門家の連携体制の構築 

●地域ニーズに応じた空地の柔軟な

活用による「みどり」の創出 

●延焼危険性の効果的な低減 

・地区内道路等の重点整備 

・老朽建築物の重点除却 

●延焼遮断帯の整備 

●老朽建築物の除却、建替え

の促進、防火規制の強化 

●避難路や公園・防災空地の

整備 
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② 広域緊急交通路沿道の建築物等の耐震化 

災害発生時に救助、物資輸送等重要な役割を果たす広域緊急交通路の機能を確保するた
め、その沿道において、地震発生時の建築物倒壊による道路閉塞を防ぎ、応急活動（救助・
救急、医療、消火、緊急物資の供給）を迅速かつ的確に実施できるよう、沿道建築物の耐
震化を促進することが必要です。 

〇耐震診断を義務付けた建物のうち耐震性が確保されたものは 30％（令和 3年 3月）
であり、耐震性が不足する全ての建物を対象に効果的に働きかけるとともに、特に、
優先すべき路線等、対象を絞り込み、重点的に取り組みます。 

〇加えて、帰宅困難者対策の強化が図られるよう、倒壊時に通行障害となる恐れのあ
る広域緊急交通路沿道のブロック塀等について耐震化を促進します。 

 

③ 災害リスクを考慮したまちづくりの推進 

近年は、大阪北部地震や平成 30年台風第 21号による被害をはじめ、全国的にも自然災
害による様々な被害が生じているため、ハザードマップの周知や避難に関する地域におけ
るコミュニケーションも含め、災害リスクへの対応が必要です。 

〇頻発・激甚化する自然災害に対応するため、インフラ整備等のハード対策と地域の
防災力強化を含む避難対策等のソフト対策を効果的に組み合わせた総合的な市街地
の不燃化対策や、水害や土砂災害等の災害ハザードエリアにおける開発抑制、災害
リスクを踏まえた居住誘導などを部局間連携により推進するなど、災害リスクを考慮
したまちづくりを推進します。 

〇不動産取引時において、宅地建物取引業者が水害ハザードマップにおける対象物件
の所在地を事前に説明することを義務付けされたことについて、周知し、適切に説
明がなされるよう取り組みます。 
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④ 危険な空家の除却等促進 

空家が増加するなか、特に腐朽・破損のある空家が問題として取り上げられることが多
くなってきています。このような地域住⺠の⽣活環境に深刻な影響を及ぼしている空家に
ついては、府⺠の安全・安⼼を確保する観点から、その除却等を進めるとともに、管理不
全状態に至る空家の新たな発生を予防する必要があります。 

〇地域住⺠の⽣活環境に深刻な影響を及ぼしている空家は、「空家等対策の推進に関す
る特別措置法」に基づく的確な措置等を推進します。 

〇管理不全状態に至る空家の新たな発生を予防するため、事業者団体等と連携し、管
理不全に至る前の所有者への維持管理等の意識啓発や、相談体制の強化等を促進し
ます。 

〇高齢世帯が所有している住宅は、空家になる可能性が高いことから、福祉分野の関
係者等と連携した空家情報の把握方法について、引き続き検討を行います。 
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（２）住宅・建築物の安全性の確保 

① ⺠間住宅・建築物の耐震化  【重点取組】 

住宅は、令和 7年までに耐震化率 95％（令和 2年時点約 89％）を目標に耐震化に取り
組んでいます。学校・病院・ホテル・事務所等、多数の者が利用する一定規模以上の建築
物については、所管省庁が公表する用途ごとの目標・現状の耐震化率を把握、発信し、そ
のうち診断義務付け建築物については、令和 7年を目途に耐震性の不足するものをおおむ
ね解消（令和３年 3月時点 88％）することとしています。 
切迫する巨大地震への備えが急務であることから、危機感を強く持ち、効率的・効果的
な施策展開により耐震化のスピードアップを図るとともに、他施策、関係団体等と連携し、
多様なアプローチにより、耐震化意欲を喚起するための取組みを行います。 

〇木造住宅について、全ての住宅を対象に確実な普及啓発を行うとともに、耐震改修
の施策だけでなく、建替え・除却・住替え等の関係施策や団体とも連携した総合的
な取組みにより耐震化を促進します。 

〇分譲マンションについて、事業者・管理会社等との連携や、課題解決へ向けた細か
な対応など、多角的・総合的なアプローチにより、旧耐震基準で建設された分譲マ
ンション全てを対象に確実な普及啓発を行い、耐震化を促進します。 

〇ブロック塀等の安全対策について、普及啓発の強化や行政の指導等により、総合的
な安全対策を強力に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■支援の方向性 

■⼾建て住宅耐震化 ■ブロック塀の耐震化（撤去）          ■マンションの耐震化      
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② 公的賃貸住宅※、公共施設の耐震化 

公的賃貸住宅の耐震化率は約89％（令和元年度末）、府有建築物全体の耐震化率は約94%
（令和元年度末）であり、耐震化率は向上しているものの、未だに耐震化が必要なものが
残されているため、早期に耐震化を図る必要があります。 

〇公的賃貸住宅については、入居者の安全・安心を確保するため、早期に耐震化を図
ります。 

〇公的機関が所有する建築物の耐震化については、大阪北部地震における公共施設の
ブロック塀の倒壊事故を教訓として、ブロック塀の安全対策を徹底するとともに、
利⽤者である府⺠の安全・安⼼を早急に確保や、⺠間建築物の耐震化を先導すると
いう視点から、計画的に取り組みます。 

 
 
③ 建築基準関連の法令順守の徹底 

施工不良等が原因とみられる建築物の被害を防ぎ、利用者の安全性を確保するため、建
築基準関連の法令を適切に運用する必要があります。 

〇建築物のライフサイクル（フローからストック※まで）を通じた安全性を確保するた
め、中間・完了検査の徹底や違反建築物対策など、ストックの安全対策を一層強化
します。 
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（３）危機事象への備え 

① 大規模災害時等の体制整備 

地震、台風、豪雨などの大規模災害発生の際に、被災状況を迅速かつ的確に把握し、被
害の拡大を防ぐとともに、復旧・復興に向けた取組みを着実に進めるためには、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大に対する危機対応も踏まえ、平時から大規模災害発生時等に備え
た体制整備に取り組むことが重要です。 

〇大規模地震等発生時に、二次災害を防止する観点から速やかに被災した建築物や宅
地の調査を行うことができるよう、被災建築物応急危険度判定制度※や被災宅地危
険度判定制度※の体制充実を図ります。 

〇被災者の住まいを早期に確保するため、事前に公共空地の中から応急仮設住宅の建
設候補地の検討や、公的賃貸住宅※の活⽤はもとより⺠間賃貸住宅の活⽤を円滑に
図るため、市町村や関係団体等の連携体制の充実・強化を図ります。また、他の都
道府県が被災した場合の支援体制についても検討します。 

〇住宅に被害を受けた方に対する、金融支援を地域の金融機関や住宅金融支援機構と
協力して行うことが必要です。このため、大規模災害を想定し、速やかに支援が行
えるよう平時から金融機関や自治体との連携体制を構築します。 
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（１）誰もがくらしやすい環境整備 

① 世帯の多様化や社会情勢の急激な変化に対応した住まいの確保 

住宅は、市場において府⺠が⾃らの力で確保することが基本です。 
一方、高齢者や障がい者、低額所得者、子育て世帯、外国人などについては、自力で一
定の質を備えた住宅の確保が困難な場合があります。また、新型コロナウイルス感染症に
起因する社会情勢の急激な変化等で住宅に困窮する府⺠に対して、居住の安定確保のため
の施策を講じることが求められることから、福祉施策とも連携し、居住支援の仕組みを機
能させつつ、⺠間賃貸住宅や公的賃貸住宅※といった住宅ストック※全体を活用して居住の
安定確保を図るため、これまでの取組みの方向性を継続・発展させていくことが必要です。 

〇安定的、継続的に府⺠の居住の安定確保を図るため、将来的な世帯の変動やストッ
クの状況などを的確に⾒極め、より⻑期的な視点から、時間軸に応じたストックの
見通しを立てながら、必要な施策を講じます。 

〇世帯や住宅ストックの状況は、地域によって異なることから、地域ごとの需要や、
ニーズをきめ細かく把握し、地域の実情に応じた施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．安心のくらしをつくる  

子どもから高齢者、障がい者、外国人をはじめ、大阪に新たに住む人、住み続ける人な
どが安心・快適にくらすことができる住まいと都市を実現するため、誰もがくらしやすく、
自由に住まいを選べる安心のくらしをつくる取組みを進めます。 
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② ⺠間賃貸住宅を活⽤した居住の安定確保  【重点取組】 

府内⼀円に⽴地し、幅広い選択肢を提供できる⺠間賃貸住宅は、今後も都心※部を中心
に、一定の供給が想定されます。 
これら⺠間賃貸住宅を活⽤し、⾼齢者や障がい者、低額所得者、⼦育て世帯、外国⼈な
どの住宅確保要配慮者※が安心して住まいを確保できるように住宅セーフティネット機能
の充実が必要です。 

〇セーフティネット住宅※の登録促進や居住支援法人※の指定を拡大するとともに、不
動産関係団体、公的住宅事業者、地方公共団体や居住支援法人等の連携により設立
された府の居住支援協議会※を核に、居住支援体制の充実を図ります。さらに、より
きめ細やかな支援を行うために、市町村単位の居住支援協議会の設立などを促進し
ます。 

〇経済的側面※から居住の安定確保を図るべき世帯に対しても、積極的に⺠間賃貸住
宅ストック※を有効活用していくために、低廉な家賃で質を備えた賃貸住宅の市場
での供給動向の把握、分析を行い、必要な施策に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

よりきめ細やかな支援を行うために、 
市町村の居住支援協議会の設立などを促進 

 

■居住支援体制のイメージ

賃
貸
借
契
約

入
居

居住支援法人
（社会福祉法人、
不動産事業者、

家賃債務保証業者、
NPO法人等）

市町村

市町村居住支援協議会

Osakaあんしん
住まい推進協
議会（大阪
府）

連携

支援

賃貸人
（家主）

住宅確保
要配慮者

地域包括支援センター
子ども家庭センター
福祉事務所
障がい者⾃⽴相談⽀援セ
ンター
医療・介護事業者
地域の事業者
⺠⽣委員、⾃治会
CSW、ケースワーカー

等

連携

連
携

大阪府等

登録

情報提供

政令市・中核市

連
携

連
携

支
援

支
援

協⼒店
（宅地建物取引業者）

■居住支援体制のイメージ 
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③ 公的賃貸住宅※ストック※の有効活用  【重点取組】 

人口や世帯数の減少、高齢化のさらなる進展、在住外国人の増加等、社会情勢が大きく
変化する中で、質的側面※を満たし、かつ経済的側面※及び社会的側面※から居住の安定確
保を図るべき世帯に対応し、危機事象時にも迅速に提供可能なストックとして有効活用で
きる公的賃貸住宅は、引き続き、住宅セーフティネットにおいて重要な役割を担います。 
⼀⽅、公的賃貸住宅は、⾼度経済成⻑期に供給されたストックが⼀⻫に更新時期を迎え
ており、また、団地として供給されている公営住宅※は、立地が限定され、配慮を要する
方が集住するなど、多岐にわたる課題への対策が求められます。 
これらの課題に対応するためには、⻑期的な視点に⽴ち、社会情勢の変化に対応しつつ、
⼤量の⾼度経済成⻑期のストックを適切かつ円滑に再編・整備することを通じて、将来⼾
数の適正化、府⺠ニーズにも応えうる良質なストックの形成、⼤胆な⼟地の利⽤転換を通
じた地域のまちづくりにつなげていくことが重要です。 

〇公的賃貸住宅は、⺠間賃貸住宅の補完を基本に、居住⽀援の枠組みとも連携しなが
ら、引き続き、既存ストックを活⽤して府⺠の居住の安定確保を図るとともに、空
室を活用した NPO 法人や福祉部局等と連携した就労、高齢者、子育て支援などの
地域のまちづくりへの貢献や危機事象による急速な需要の変動などに対して、公的
賃貸住宅ストックの有効活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇今後、更新時期を迎える大量のストックについては、バリアフリー対応、断熱性の
向上、世帯の小規模化に対応しうる間取りや立地条件など、社会環境の変化等に伴
う多様な世代のライフスタイルに応じた居住ニーズの変化を踏まえ、各事業主体が
地域ごとの実態に応じ、⻑寿命化、集約、建替え等の事業⽅針を適切に選択し、事
業を推進することにより、良質なストックへの転換、配置の適正化を図ります。 

■取組事例 
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〇市場における空き家の数が右肩上がりに増加している中においては、時代の変化に
合わせた公的賃貸住宅の⼾数の適正化を図ることを⽬指し、⼈⼝・世帯数の減少や
⺠間賃貸住宅での住宅セーフティネットの充実を前提に、30年後（令和 32年）の公
的賃貸住宅の⼾数[指標]を府域全体として、以下の通り設定します。 

  ・公的賃貸住宅全体：31.0万⼾［39.2万⼾（令和２年度末時点）から概ね２割減］ 
  ・府営住宅：9.3万⼾（市町への移管分を含む⼾数）［13.2万⼾（同上）から概ね３割減］    
         7.6万⼾（市町への移管分を含まない実管理⼾数） ※現時点での移管予定⼾数に基づくもの 

（公的賃貸住宅の⼾数[指標]の設定の考え方） 
□公的賃貸住宅全体 

⼈⼝・世帯数の減少及び⺠間賃貸住宅の⾒通しを踏まえ、住宅セーフティネットの観点から、
『「経済的側面」から住宅に困窮する世帯数』に対して、『低廉な家賃の住宅ストック数』が充足
するよう、最低限必要となる公的賃貸住宅全体の量（指標）を推計。 
① 国土交通省の「ストック推計プログラム」を用いて、適正な負担の範囲で質を備えた住宅を
確保できない世帯数を推計。 

② 住宅・土地統計調査及び近畿不動産流通機構の登録データより、低廉な家賃で一定の質を備
えた⺠間賃貸住宅ストック数を推計。 

③ ①から②を除いた数を、低廉な家賃の公的賃貸住宅で対応が必要な世帯数と設定。 
④ ③により算出された世帯数を充足するよう、30年後（令和 32年）に必要となる低廉な家賃
の公的賃貸住宅ストック数を設定。 

※「低廉な家賃のストック」及び「中堅所得者向け」の⼾数設定の考え⽅ 
・低廉な家賃ストックは、高経年のものが多く、今後建替えによる家賃上昇や廃止による縮減が
見込まれることから、全体量が縮小すると想定。なお、低廉な家賃については、単身世帯で４
万円以下、２人以上世帯で５万円以下と設定。 
・中堅所得者向けストックは、築年数の浅いものも多く、高経年の低廉な家賃のストックの建替
えに伴い増加が見込まれることから、結果的に現ストック数が維持されると想定。 

■公的賃貸住宅の⼾数推計⽅法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
□府営住宅 

府営住宅については、上記の推計結果をもとに、３０年後の低廉な家賃のストックの必要量
（2020年比▲27％）を踏まえ、現時点から３０年間で３割減となる 9.3万⼾（市町への移管分を
含まない実管理⼾数としては 7.6万⼾）と設定。 
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〇今後の居住の安定確保を図るべき世帯数の変化（減少）や⺠間賃貸住宅での住宅セ
ーフティネット機能の拡大等を確認しつつ、住宅経営上の観点や既入居者への対応、
地域の実情などを踏まえながら、ストックの更新に合わせ、府域全体として公的賃
貸住宅の量的縮小を図ります。 

〇府営住宅については、府⺠の居住の安定の確保を図るため、建設年代や住⼾のバリ
アフリーの状況、団地ごとの需要や立地環境等に応じて、団地を 3つに類型化（「再
編・整備」、「機能向上」、「維持保全」）して、適切に事業手法を選択し、ストックを
有効に活用していきます。 
類型 対象団地 

A．再編・整備 昭和 50年代以前に建設された団地（高経年の団地） 

B．機能向上 
昭和 60年代以降に建設された団地（低経年の団地）で、バリアフリー化
や住⼾内の設備の改善等、機能向上が必要な団地 

C．維持保全 
昭和 60年代以降に建設された団地（低経年の団地）で、バリアフリー化
や住⼾内の設備の改善等の必要がなく、維持保全を⾏っていく団地 

〇昭和 50 年代以前に建設された団地の再編・整備を通じて、将来の管理⼾数の適正
化、建替え等に伴う活用用地の創出などによる地域のまちづくり、大量のストック
の円滑な更新による良質なストックの形成に一体的に取り組んでいきます。 

〔再編・整備を通じた一体的な取組み推進のイメージ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○府営住宅の再編・整備により創出される活用用地は、地元市町のまちづくり方針や地
域のニーズを反映した事業を展開するとともに、災害リスクが高い立地においては、
防災力の向上に資する安全確保の取組みについて検討していきます。 
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〇地域の実情に応じた施策展開を図るためには、基礎自治体が、まちづくりや福祉施策
と一体的に公営住宅供給などの施策を講じることが望ましいという観点から、大阪府
は、広域的な補完・調整機能を果たしつつ、引き続き、府営住宅の基礎自治体への移
管を推進します。 

〇各公的賃貸事業者が、適切な情報共有・連携のもと、効果的に取組みを進められるよ
う、事業者間の連携体制を整備し、将来のまちのあり方を共有、方向性を同じくして
事業を推進することにより、公的賃貸住宅の再編・整備を核とした地域に必要な施設
導入など地域課題の解消、地域再生につなげる取組みを進めます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公的賃貸住宅事業者間の連携イメージ 

関係者による事業調整を通じた一体的整備 

⺠間に売却 
⇒ 地域の再生に活用 

移転後の土地・建物は 

公園等として活用 
跡地は低層住宅、 
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④ 同和地区※を含む旧地域改善向け公営・改良住宅※を活用したまちづくり 

同和地区を含む旧地域改善向け公営・改良住宅については、高齢化の進展により、コミ
ュニティバランス※の問題が生じていることから、地域の実情に即して、建替えや浴室設
置、バリアフリー※化等の改善により居住水準の向上を促進するとともに、未利用地や建
替え余剰地等を活用した多様な住宅供給や施設の導入等を進め、多様な世帯の居住を促進
します。 

〇地域にある空家や空地等を活用し、子育て・高齢者生活支援活動拠点、障がい者の
就労を支援する施設や、コンビニエンスストア等の生活利便施設などの立地を促進
します。 

〇公営・改良住宅の再生にあたっては、従前居住者の居住の安定に配慮しつつ、PPP
の概念のもと⺠間事業者の活用などにより、多様な住宅供給や社会福祉施設・生活
支援施設の立地などが積極的に展開されるよう、市町に対して PFI※事業などの先進
事例の情報提供等を行います。 

〇また、地域の実情に応じた施設や機能を導入するためには、住⺠主体のまちづくり
構想の作成や、行政計画への反映が重要なため、市町に対し事例の情報を提供する
など、市町と地元住⺠等との連携を促進します。 

〇団地の自治会活動をはじめ地域の人権尊重を基調としてこれまで培われてきた良好
な地域コミュニティづくりの実績とノウハウを大切にしながら、地域を維持・発展
させることも必要です。隣保館※をはじめとした地域の施設などを活動の場として
活用し、まちづくり協議会※等の地域住⺠組織等の参加及び NPOの参画により、公
と⺠のパートナーシップによるまちづくりを促進します。 

 

 

□将来イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

空き店舗を活用した高齢者の

見守り拠点施設※の整備事例 

未活用地の活用事例（コーポラ

ティブ住宅※用地として分譲） 
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（２）多様な住まいを選択できる市場環境整備 
① 賃貸住宅市場の形成 

働き方やライフスタイルの変化により、テレワークやサテライトオフィス※などの新た
な市場ニーズが生まれる可能性があります。大阪に多くある賃貸住宅を生かし、様々なニ
ーズに対応した魅力ある賃貸住宅の普及を促進することが重要です。 

〇DIY※によるリノベーション※が可能な住宅や、入居者と地域との交流を促す住宅な
ど、住まい⼿の様々なニーズに対応した住宅の普及に向け、官⺠の連携を進めます。 

〇退去時のトラブルの未然防止に向け、業界団体と相談機関連携として、原状回復ガ
イドラインの普及啓発などを促進します。 

 

② 既存住宅流通・リフォーム市場の環境整備・活性化 

戦後、住宅の量的な不足に対応するため、住宅の新規供給が進められてきましたが、量
的不足が解消された現在も短期的な経済効果が重視された施策が多方面でとられ、住宅市
場は必ずしもストック※の維持管理や活用を推進する方向になっていないと言えます。 
⼤阪府におけるリフォーム、リノベーションの実施⼾数は約 12万⼾（平成 30年）であ
り、近年は横ばいの状況となっています。新たなライフスタイルなどを踏まえた多様なニ
ーズに対応するためにも既存住宅流通・リフォーム市場の環境整備・活性化に取り組みま
す。 
特に、空家の利活用に関しては、住宅としての賃貸利用のみならず、コンバージョン※

などによる様々な活用手法が考えられるため、家主をはじめ関係する事業者の意識改革を
促すことが重要です。 

〇既存住宅の魅力・イメージの向上や、取引の機会における住宅の性能面等に関する
不安や情報不足の解消などを図るため、既存住宅の住宅性能表示制度※、既存住宅売
買瑕疵保険※、インスペクション※などの普及を促進し、住宅の価値が適正に評価さ
れる市場の形成に取り組みます。 

〇⼾建て住宅を中⼼に、所有者の維持管理に関する重要性の理解を促進し、維持管理
をサポートする仕組みの構築などを進めます。 

〇住宅の所有者に対し、リフォームやコンバージョン等に関する情報提供や事業者の
紹介、賃貸借における留意点など既存住宅の利活用について学ぶことができるよう
環境整備に取り組みます。 
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③ 住情報の提供や住まい・まちづくり学習（住教育※）の推進 

府⺠⾃らが、住まいやまちに対する関⼼と理解を深め、その知識が定着し、住文化※が
継承されることや、住まい・まちづくりの担い手として主体的に取り組むことができるよ
う、住まいの取得・維持管理に関する基礎的な情報の入手や、子どもから大人までのシー
ムレス※な住まい・まちづくり学習（住教育）の環境を整備することが重要です。 

○住宅性能表示制度※、住宅瑕疵担保責任保険※、インスペクション※などの制度の普及
により、住宅購入時等の取引の機会における府⺠の情報不足や不安の解消を図ります 

○建築関係団体や⺠間事業者、学校等と連携し、出前講座やイベントの開催など、住ま
い・まちづくり学習（住教育）の推進を図るとともに、各種イベントを通じた住情報
の提供や、セミナー・ワークショップ※等による府⺠の学ぶ機会の充実を図ります。 

④ 不動産取引等における差別の解消 

⼟地差別を解消するためには、府⺠の忌避意識の解消が⼤きな課題であり、「⼈権問題
に関する府⺠意識調査」等により把握した府⺠意識の現状を踏まえ、効果的な⼈権教育
や啓発を実施します。 

○土地取引等における差別の解消を図るため、「部落差別の解消の推進に関する法律」 
 の趣旨や「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」の内容につい 
て、府⺠等への周知・啓発を⾏います。 

○宅地建物取引業者に対しては、賃貸住宅の⼊居申込者が⾼齢者、障がい者、⺟⼦（⽗ 
子）家庭又は外国人であるという理由だけで入居申込みを拒否しないよう、宅地建物 
取引業法に基づく指導監督基準※の適正な運用に努めます。 

○宅地建物取引業関連団体とともに「宅地建物取引業人権推進員制度」を推進し、人権
推進員の養成講座等を実施するなど、宅地建物取引業者の一層の人権意識の向上に向
けた取組みを行います。 

○宅地建物取引業法に基づく指導監督基準、「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制
等に関する条例」及び宅地建物取引業法第 47条見解の内容など、宅地建物取引業者
に対する法令等の周知啓発や人権研修を実施します。 

○差別につながる土地調査※問題の発生を防止するため、業界団体による自主規制の取 
組みや⼈権研修の実施、業界の垣根を越えた協働の取組みなど、⺠間事業者による⾃ 
主的な取組みを促進します。 
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（３）健全な住宅関連産業の育成 

① 住まいに関する相談体制の充実 

住宅市場を円滑に機能させるためには、住まいに関する情報を府⺠や事業者等に効果的
に提供するとともに、分からないことやトラブルがあった場合に気軽に相談できる仕組み
が重要となります。 
また、相談内容の個別解決において、関係者が連携してより良い解決に導く仕組みづく
りにより、課題から導かれる新たなニーズ把握などにつながることも考えられます。 

〇借地借家や土地建物売買、リフォーム工事等に関するトラブルに加え、建材の品質
偽装や⼯事データの偽装など、府⺠の安全を脅かす問題も発⽣していることから、
建築関係団体と連携して住まいに関する相談体制の充実を図ります。 

 

② 建設産業の振興に向けた人材育成・環境整備 

若年者等を中心とした将来的な担い手不足への対応や女性や外国人労働者の受け入れ
体制整備などを含め、就労環境の改善が課題となっています。 
建設産業の振興に向け、伝統的な建築技術を継承・発展しつつ、省力化施工やデジタル
化等の新たな技術による生産性向上を推進するなど、建設業の構造改革に取り組むととも
に、不良・不適格業者の排除などの取組みが必要です。 

〇技術と経営に優れた建設業者の育成や、建設産業のイメージアップ、若年従事者の
入職促進などに取り組みます。 

〇建設業許可等の申請手続について、国や他府県の動向を踏まえ、電子化の検討を行
います。 

〇既存許可業者の犯罪履歴調査など、不良・不適格業者の排除を進めます。 
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Ⅲ．実効性を持った計画の推進 
 
基本目標を実現するためには、施策に関わる各主体が連携するとともに、それぞれの役割
を的確に果たし施策を推進する必要があります。また、効率的な施策推進が図られるよう、
適切な進行管理が行われることにより、施策の実効性が確保される必要があります。 
 

（１）各主体の役割と連携 

府⺠、事業者、NPOなど各主体が連携するとともに、適切な役割分担のもと、それぞれ
の役割を自覚し、協力しながら取り組むことが必要です。 

 
① 府⺠、事業者等の役割 

（府⺠の役割） 

住生活の主役は府⺠です。府⺠の⾏動・選択の結果が住まいや地域、都市のあり⽅に⼤
きく影響します。このため、府⺠には、⾃らの住⽣活の質を⾼めるとともに、地域コミュ
ニティの担い手として、地域の居住魅力の向上に努めるなど、自立・自律した行動が期待
されます。 

（⺠間事業者の役割） 

⺠間事業者は、市場において主要な役割を担うことから、⾃らが提供する住まいやまち
が、居住環境を形成することを十分認識する必要があります。 
法令順守は当然のこと、消費者の安全確保、環境に配慮した活動など、組織活動が社会
へ与える影響について認識と責任を持ち、市場を通じて、府⺠の住まいやまちづくりへの
ニーズを的確につかみ、良質な住宅関連サービスの提供、適切な情報開示、公正な取引や
コストの軽減を通じ、良好な居住環境の形成に貢献することが期待されます。 

（地域団体や NPO等の役割） 

⾃治会等の住⺠組織をはじめ、NPO やボランティアグループなどの団体は、地域コミ
ュニティの担い手として地域に根ざした様々な活動を行うとともに、独自の立場から行政
や企業に対してのチェックや提⾔を⾏うなど、⾏政と府⺠との協働や共創を進める役割が
期待されます。 
特に NPOは、様々な場面や分野において、柔軟かつ迅速で先駆的な社会サービス※を提
供しているため、住まいやまちづくりの分野においても、高齢者の見守り、子育て世帯の
支援、障がい者の地域移行の支援をはじめ、公的ストック※を活用した就労支援や空家や
空き地への農業支援など、新たなまちづくりに関するニーズに対応した取組みを進めるこ
とが期待されます。 
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② 国・地方自治体の役割 

（国の役割） 

国は、住生活基本計画（全国計画）等により、住生活やまちづくりを巡る国全体の課題
認識と施策の方向性を提示します。 

（大阪府の役割） 

大阪府は、広域的なまちづくりを担う自治体として府内の地域課題を踏まえつつ、大阪
府全域における住生活の目標やビジョンを提示し、広く発信する役割を担います。このた
め、市町村や事業者、府⺠の住⽣活に関する指針となるよう、めざすべき目標やこれを達
成する施策、数値目標などを提示します。 
また、市場機能が適切に発揮されるよう、情報提供等による市場の活性化や、施策や規
制等による市場の適正化等により、市場の環境整備を行うとともに、府営住宅等の公的ス
トック※のまちづくりへの積極的な活用、市町村の施策への指導・助言や NPO、事業者、
市町村等が連携するための機会・場の提供など、広域自治体としての取組みを進めます。 
さらに、効果的に施策を推進する観点から、大阪府庁内における各政策との連携や人員

体制も含めた部局間の連携を強化します。 
このほか、市町村において、全国計画及び都道府県計画の内容を踏まえつつ、市町村計
画が策定されるよう支援します。 

（市町村の役割） 

市町村は、地域のまちづくりの主体として⼤きな役割を担っており、住⺠に直結する基
礎自治体として、地域の実情を踏まえ、福祉施策等と連携や、公営住宅※資産を活用した
まちづくり、景観施策の推進、空家対策など、地域特性や地域住⺠のニーズにきめ細かく
対応した総合的な施策を展開します。 
また、市⺠に⾝近な住生活に関する情報提供・相談機能の充実を図るとともに、住⺠主
体による活動を活性化するため、地域のあらゆる主体をつなぐコーディネート機能を担う
など、地域住⺠の主体的なまちづくりの取組みの支援を行います。 
さらに、地域に密着したきめ細かい施策を推進するため、地域の実情に応じ、市町村住
生活基本計画等を策定します。 
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③ 公的団体の役割 
（大阪府住宅供給公社） 
大阪府住宅供給公社は、大阪府の住宅施策を共に推進する団体として、子育て世帯等の
ファミリー向けや⾼齢者等に対する良質な賃貸住宅の供給、住⼾のグループホーム※への活
用、良質な既存ストック※を活⽤したセーフティネットとしての役割など、⺠間賃貸住宅市
場では十分に対応ができない住宅の供給に取り組みます。さらに、先進的なリノベーショ
ン※住宅や DIY※対応住宅の供給など⺠間を先導する取組みを進めます。 
また、保有する住宅団地ストックを有効に活用し、市町や大学、NPO等とも連携しなが
ら、地域住⺠に求められる施設の導⼊を図るなど、地域のまちづくりに貢献します。 

これらのほか、公的機関として保有するノウハウや信用力も活用しながら、分譲マンシ
ョンの管理の適正化や住宅確保要配慮者※の居住支援など、大阪府の住宅まちづくり政策の
課題に即した事業を展開する役割を担います。 

（独立行政法人 都市再生機構（UR都市機構）） 
都市再生機構は、子育て世帯等のファミリー向けや高齢者等に対する良質な賃貸住宅の

供給、多様化する社会のニーズに対応したサービスの提供、良質な既存ストックを活用し
た住宅セーフティネットとしての役割など、⺠間賃貸住宅市場では⼗分に対応ができない
住宅の供給に取り組みます。また、UR賃貸住宅のストック再生※における整備敷地等の活
用や保有する住宅団地ストックを活用し、自治体と連携を図るなどして、福祉や子育て支
援施設等の地域の生活拠点の形成に努めます。 
都市再⽣分野では、⺠間や⾃治体との適切な役割分担による都市や地域の再生に取り組
むとともに、密集市街地※の整備改善を促進して防災性の向上を図るなど、自治体が行う
まちづくりの支援や補完を行います。 

（独立行政法人 住宅金融支援機構） 
住宅金融支援機構は、政策上重要で公的機関でなければ対応困難な⻑期固定⾦利の住宅
ローンの安定供給を支援するため、証券化支援業務※を通じて、⺠間⾦融機関による全期
間固定金利の住宅ローンの供給を支援するとともに、金利引下げ等により省エネルギー性、
耐震性、バリアフリー※性及び耐久性・可変性が優れた住宅への誘導や既存住宅流通・リ
フォーム市場の活性化を図ります。また、高齢社会における地域の住まいづくりを支援す
る観点から、⺠間⾦融機関によるリバースモーゲージ※を活用した住宅ローンの提供を支
援します。 
さらに、災害でり災した住宅の早期再建、サービス付き高齢者向け住宅※の建設、密集
市街地における老朽化住宅の建替え、マンションの建替えや大規模修繕、既存住宅ストッ
クの耐震化の推進など、政策上重要な分野に対する融資等を行います。 
これらの融資制度等の活用により、自治体及び関係機関等と連携を行うなどして、地域
課題の解決支援を図ります。 
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（その他の公的団体等） 
これらのほか、まちづくりに関わる（公財）大阪府都市整備推進センターや、建築関係

の公益財団法人、地方公共団体が設置する公社などの公的団体は、その設置された目的を
的確に果たすよう努めるとともに、それぞれが有するノウハウが有効に生かされるよう、
行政や団体相互の連携を図ります。 

 
 

 

  

■各主体の連携イメージ 
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（２）施策の適切な進行管理 

（進捗状況の把握と点検） 

基本目標の実現に向けては、関係する多様な主体が連携や協働して達成すべき目標を共
有できるように、わかりやすい指標を設定するとともに、その指標に基づき、できる限り
その進捗状況の把握に努め、PDCAサイクルによる進行管理を行います。 

 
 

 

 

 （的確な施策展開のための市場調査） 

ストック※の活用を重視した施策を展開する上で、住宅関連市場や住宅ストックの状況
を的確に把握することが重要です。 
このため、国により実施される統計調査の活用を図るとともに、必要に応じて大阪府独
自での調査等を実施するなど、住宅関連市場や住宅ストックの状況を的確に把握するため
の基礎的なデータの収集や分析を行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■進捗状況の把握と点検 
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Ⅳ．その他 住生活基本法に基づき定めるべき事項 

（１）住宅の供給等及び住宅地の供給に関する基本方針 

○都心地域その他既成市街地内においては、良質な住宅ストックの流通や空家の有効利用を
促進します。 
○既成市街地内の老朽公的賃貸住宅団地や密集市街地等においては、地域の特性に応じて基
盤整備と一体となった住宅の供給等及び住宅地の供給を促進します。 
○千⾥ニュータウンや泉北ニュータウン等計画的住宅市街地においては、住⺠等の意向にも
配慮しながら策定されたまちづくり指針等に基づき、豊かな居住環境の保全に配慮しつつ
良質な住宅市街地のストックを有効に活用し、優良な市街地の形成を図ります。 
○住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域として、住生活基本法第 17条第 2
項第 6号に定める「重点供給地域」を市町村等と協議の上、定めます。 
○これらのほか、必要に応じて適切な施策を講じ、住宅の供給等及び住宅地の供給を進めま 
 す。 

 

（２）住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域に関する事項並びに当該地域に
おける住宅の供給等及び住宅地の供給の促進策 

○住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図り、また地域が抱える課題を解決するために、
立地、土地利用の状況、都市構造、居住水準等を勘案し、今後 10 年間に相当量の良質な
住宅の供給等及び住宅地の供給が見込まれる地域で、おおむね 5ha 以上の地域を「重点供
給地域」として定めるものとします。なお、以下の地域については、原則、重点供給地域
の指定を行わないこととします。 
・市街化調整区域にその全部又は一部が含まれる地域 
・都市再生特別措置法の規定に基づく立地適正化計画を策定した市町村においては、計画に
記載された居住誘導区域外の区域にその全部又は一部が含まれる地域 
○その地域名、位置、おおむねの面積並びに供給促進策は別表のとおりです。 
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別表 住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域（重点供給地域） 

市町村名 番号 地域名 位置 概ねの面積(ha) 供給促進策

大阪市 1-1 都心居住推進地域 大阪市（地先公有水面、市街化調整区域を
除く）

21,145.0

本地域は、都心部及びその周辺の既成市街地であり、都
⼼部では主として⺠間の共同住宅を供給し、JR環状線外
周部を中心としたエリアでは老朽木造住宅の建替を促進
するなど、住宅施策を総合的に推進し、多様な住宅供給
や防災性の向上を図るとともに、地域特性を活かした良
好な住宅地を実現する。

堺市 2-1 堺市都心 堺区⼀条通の⼀部、市之町⻄、市之町東、
戎島町１〜４丁・５丁の⼀部、戎之町⻄、
戎之町東、翁橋町、⼤町⻄、⼤町東、⼤浜
北町3丁の一部、大浜北町４・５ 丁、甲斐
町⻄、甲斐町東、北⽡町、北波⽌町の⼀
部、北花⽥⼝町、櫛屋町⻄１丁、 櫛屋町
東、熊野町⻄、熊野町東、栄橋町、宿院町
⻄１・２丁、宿院町東１・２丁、新町、中
瓦町、三国ヶ丘御幸通、南瓦町、南花田口
町、⻯神橋町

190.0

本地区は、本市発展の中心的役割を果たす区域であるこ
とから、定住魅力あるまちづくりを進め、人口定着化や
誘引を図るため、都心の利便性や都市的魅力を活かした
都市型住宅の供給促進を図る。

堺市 2-2 新湊 堺区東湊町１〜４丁、５・６丁の⼀部、昭
和通１〜３丁、菅原通１・２丁、春⽇通１
丁、⻄湊町１〜６丁、出島町１〜５丁 53.7

本地区は、防災性の向上を図るため、住宅市街地総合整
備事業により公共施設の整備を行うとともに、老朽住宅
の建替えを促進し、良質な住宅の供給と住環境の改善を
一体的に行う。

堺市 2-3 協和町・⼤仙⻄町 堺区協和町１〜５丁、⼤仙⻄町１丁

29.0

本地区は、市営住宅建替事業により老朽化した住宅を良
好な共同住宅に建替え、良質な住宅の供給と良好な住環
境の形成を図る。また、建替事業により発生する整備敷
地を⺠間活⽤により多様な優良住宅を供給する。

堺市 2-4 泉北NT 宮山台、竹城台、三原台、高倉台、茶山
台、若松台、晴美台、槇塚台、桃山台、原
山台、庭代台、御池台、赤坂台、新檜尾
台、鴨谷台、城山台 1,585.0

泉北NTは、開発に合わせて大量に供給された公的賃貸住
宅が住宅ストックのほぼ半数を占め、その多くが老朽化
している。公的賃貸住宅の再編により、良質な公的賃貸
住宅を供給するとともに、創出される余剰地等について
は、泉北NT全体の最適配置のもと、新たな住宅供給や必
要な機能の導入を促進し、「持続発展可能なまち」の形
成をめざす。

堺市 2-5 新金岡 北区新⾦岡町１〜５丁

138.0

本地区は、多くの公的賃貸住宅が立地しており、その大
半が建替等、更新の時期を迎えている。このため、府営
住宅建替事業等により、土地の有効利用、居住水準の向
上及び住環境の改善等を図る。あわせて余剰地等におい
ては、地域の魅力向上、定住促進等に寄与する土地利用
を誘導するとともに子育て世帯や高齢者世帯向け等の多
様な住宅の供給を促進する。

堺市 2-6 堺宮園 中区宮園町
21.1

本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利
用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。

豊中市 3-1 庄内・豊南町地区 名神口３丁目、名神口２丁目の一部、野田
町、庄内東町１〜６丁⽬、庄内⻄町１〜５
丁⽬、庄内幸町１〜５丁⽬、庄内栄町１〜
５丁⽬、庄内宝町１〜３丁⽬、庄本町１〜
４丁⽬、島江町１・２丁⽬、⼤⿊町１〜３
丁⽬、三和町１〜４丁⽬、千成町１〜３丁
⽬、⼆葉町１〜３丁⽬、⼤島町１〜３丁
目、日出町１・２丁目、神州町、三国１・
２丁⽬、豊南町⻄１〜５丁⽬、豊南町東１
〜４丁⽬、豊南町南１〜６丁⽬

505.6

本地区は木造賃貸住宅等が密集した地区である。防災街
区整備地区計画の区域であり、住宅市街地総合整備事業
により木造住宅等の除却費補助などを行う。あわせて地
区施設の整備を行い、良質な住宅の供給と住環境の改善
を一体的に行う。

豊中市 3-2 千里NT 新千⾥北町、新千⾥東町、新千⾥⻄町、新
千里南町 369.0

千里NTは、老朽化した住宅や施設の建て替え等により、
豊かな居住環境の保全に配慮しつつ良好な住宅市街地の
形成を図る

箕面市 4-1 彩都(国際文化公園都市) 箕面市東部地域(彩都粟生南１丁目他)

164.0

本地区は、茨木市北部から箕面市東部にかけての丘陵地
に、自然と都市が調和し、国際交流、学術文化、研究開
発という未来機能を組み込んだ複合機能都市を目指すも
ので、環境良好な住宅、住宅地の供給を図る。

吹田市 5-1 千里NT 藤⽩台、⻘⼭台、古江台、津雲台、⽵⾒
台、高野台、佐竹台、桃山台 791.0

千里NTは、老朽化した住宅の建替え等により、豊かな居
住環境の保全に配慮しつつ良好な住宅市街地のストック
を有効に活用し、優良な市街地の形成を図る。

吹田市 5-2 佐井寺⻄ 佐井寺２丁目、４丁目、千里山高塚、千里
⼭⽉が丘、千⾥⼭⻄６丁⽬、千⾥⼭松が
丘、佐竹台１丁目の各一部 20.5

本地区は、低未利⽤地における複数の⺠間開発の動向が
顕著な中、土地区画整理事業により未整備となっている
都市計画道路と一体的な基盤整備を行い、良好な住環境
の形成をめざす。
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※工業専用地域や工業地域、公園・緑地等の住宅・住宅地供給の促進にそぐわない地域を除く。 

※位置：区域表示は既成市街地においては町丁目、新市街地においては「○○市東部」等でおおむねの位置が特定しうるように表示。 

※おおむねの面積：上記の区域面積を表示。なお、この面積は新規に供給する住宅地の面積を表すものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

市町村名 番号 地域名 位置 概ねの面積(ha) 供給促進策

茨木市 6-1 彩都(国際文化公園都市) 茨木市北部丘陵地（彩都あさぎ１丁目ほ
か）

149.0

本地区は、茨木市北部から箕面市東部にかけての丘陵地
に、自然と都市が調和し、学術文化、研究開発などの都
市機能を組み込んだ複合機能都市を目指すもので、環境
良好な住宅、住宅地の供給を図る。

枚方市 7-1 香里 枚⽅市⾹⾥ヶ丘１〜６丁⽬、９丁⽬の各⼀
部

49.0

本地区は、都市再生機構施行による団地再生事業で、老
朽化した住宅を共同住宅に建替、土地の有効利用、居住
水準の向上及び住環境の改善を図る。また、建替事業に
より発⽣する整備敷地を⺠間等活⽤により、多様な優良
住宅を供給する。

寝屋川市 8-1 池田・大利地区 大利元町、錦町、東大利町、池田南町、大
利町、池⽥旭町、⻑栄寺町、桜⽊町の⼀
部、清水町の一部、成美町の一部、池田東
町の一部、北大利町の一部、池田本町の一
部、高柳栄町の一部、高柳１丁目の一部

66.0

本地区は、木造住宅が密集しており、住宅市街地整備事
業により、主要生活道路の整備、老朽建築物の除却、建
替促進などを行い住環境の改善を図る。

寝屋川市 8-2 萱島東地区 萱島桜園町、萱島本町、萱島南町、萱島東
１〜２丁⽬、萱島東３丁⽬の⼀部、下⽊⽥
町の一部、南水苑町の一部

49.0

本地区は、木造住宅が密集しており、住宅市街地整備事
業により、主要生活道路の整備、老朽建築物の除却、建
替促進などを行い住環境の改善を図る。

寝屋川市 8-3 香里地区 ⾹⾥⻄之町、⾹⾥北之町、⾹⾥南之町、寿
町、⽥井⻄町、⽥井町、⾳⽻町の⼀部、緑
町の一部、香里新町、松屋町

133.0

本地区は、木造住宅が密集しており、住宅市街地整備事
業により、主要生活道路の整備、老朽建築物の除却、建
替促進などを行い住環境の改善を図る。

門真市 9-1 門真市北部地区 朝日町,石原町,泉町,大池町,大倉町,大橋町,
垣内町,上島町,上野口町,北巣本町,幸福町,
寿町,栄町,下島町,小路町,城垣町,新橋町,常
称寺町,堂山町,中町,野里町,浜町,速見町,古
川町,本町,松葉町,御堂町,宮野町,元町,月出
町,末広町,常盤町,向島町,柳町,宮前町

461.0

本地区は、老朽化した木造賃貸住宅が密集した地区であ
る。住宅市街地総合整備事業等により、木造賃貸住宅の
建替えを促進し、あわせて地区施設の整備を行い、良質
な住宅の供給と良好な住環境の改善を図る。

門真市 9-2 ⾨真千⽯⻄町 ⾨真市千⽯⻄町・東町
14.0

本地区は、市営住宅建替事業等により、土地の有効利
用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。

大東市 10-1 北条地区 北条３丁目、４丁目
19.2

本地区は、公営住宅⻑寿命化計画を策定し、既存ストッ
クの有効利用、居住水準の向上及び住環境の改善を図
る。

 羽曳野市 11-1 古市 羽曳野市古市
6.7

本地区は、府営住宅建替事業等により、土地の有効利
用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。

和泉市 12-1 富秋中学校区等 幸１〜３丁⽬、王⼦町１〜３丁⽬、伯太町
４・５丁目 96.0

本校区は、市営住宅集約建替事業等により、土地の有効
利用、居住水準の向上及び住環境の改善等を図る。

岸和田市 13-1 岸和田丘陵 岸和田市岸の丘町１丁目
22.2

丘陵部の自然環境と調和した都市基盤施設の整備を進
め、快適で良好な住宅地の形成を図る。

阪南市 14-1 阪南丘陵 阪南市桃の木台1・3・4・6・7丁目の一
部、阪南市桃の木台５丁目

87.0

本地区は、関⻄国際空港に関連する地域整備事業の⼀つ
として位置づけられた空港及びりんくうタウン建設のた
めの土砂採取の事業地である。この跡地を、新住宅市街
地開発事業により住宅地として整備し、居住環境の良好
な住宅地を供給するとともに、産業、文化、レクリエー
ション等の施設立地をあわせもつ複合的なまちづくりを
行う。
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11-1 

面積が 100ha以上の地域については、おおむねの地域を図示、100ha未満の地域については、●によりおおむねの位置を図示。 

（参考）重点供給地域の分布状況 
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（３）計画期間における公営住宅の空家募集等の⼾数 
公的賃貸住宅の 30年後の⼾数に関する⼤阪府の基本的な考え⽅は P31に示すとおりです
が、住生活基本法第 17条第 2項第５号の規定に基づく、令和 12年度までの 10年間におけ
る空家募集等による公営住宅の供給目標量は、9万２千⼾とします。 
この⼾数は、国⼟交通省「公営住宅供給目標量設定支援プログラム」により算出したもの
であり、将来の管理⼾数ではなく、P31に⽰す公的賃貸住宅の⼾数推計の考え⽅に即し、10
年後の管理⼾数やその間の建替え、経営廃⽌などを前提として、10年間に空家募集等により
⼊居機会を提供する⼾数を⽰したものです。 
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用語の解説 
 

＜あ行＞ 
新たな日常 
新型コロナウイルス感染症拡大で顕在化した課題や
変化を取り入れ、多様性を生かすことにより、リスク
に強い強靭性を高めながら、課題を克服した後の新し
い未来における経済社会の姿。 
 
いのち輝く未来社会のデザイン 
生涯を通じて心身ともに健康で、それぞれの能力を
生かして輝きながらくらし続けることのできる「いの
ち輝く未来社会」の実現に向けた 2025年⼤阪・関⻄
万博のメインテーマ。 
 
インスペクション 
一般的に「調査、検査」の意味。本計画では、宅地
建物取引業法で規定される建物状況調査（建築士等
が、建物の基礎、外壁など建物の構造耐力上主要な部
分及び雨水の侵入を防止する部分に生じているひび割
れ、雨漏り等の劣化・不具合の状況を把握するための
調査）を指す。 
 
エコまち法（都市の低炭素化の促進に関する法律) 
まちづくりに地球環境に優しいくらし方や少子高齢
社会におけるくらしなどの新しい視点を持ち込み、住
⺠や⺠間事業者と⼀体となって、コンパクトなまちづ
くりに取り組んでいくための第一歩として制定された
法律。 
 
大阪府福祉のまちづくり条例 
高齢者、障がい者をはじめ、すべての人が自由に安
心してまちに出かけられるよう、不特定かつ多数の者
が利用し、又は主として高齢者、障がい者等が利用す
る建築物や道路、公園等の都市施設を、安全で容易に
利用できるよう整備し、豊かな福祉社会の実現に資す
ることを目的とする条例。 
 

＜か行＞ 
既存住宅売買瑕疵保険 
既存住宅の検査と保証がセットになった保険制度で
あり、国土交通省が指定した住宅瑕疵担保責任保険法
人が販売する。売買された中古住宅に欠陥が見つかっ
た場合、補修費用等の保険金が事業者（事業者が倒産
等の場合は買主）に支払われる。 
 
旧地域改善向け公営・改良住宅 
「同和対策事業特別措置法」、「地域改善対策特別措
置法」、「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特
別措置に関する法律」に基づき建設された公営・改良
住宅。 
改良住宅とは、住宅地区改良法に基づく住宅地区改
良事業等により建設された住宅であり、不良住宅が密
集すること等により、保安衛生等に関し危険又は有害
な状況にある地区において、不良住宅を除却し、生活
道路等を整備した上で、従前居住者のために建設され
る。建設後は、公営住宅とみなして管理される。 
 

居住支援協議会 
住宅セーフティネット法（住宅確保要配慮者に対す
る賃貸住宅の供給の促進に関する法律）に基づき、住
宅確保要配慮者の⺠間賃貸住宅等への円滑な⼊居の促
進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住支援団
体等が連携し、住宅確保要配慮者及び⺠間賃貸住宅の
賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施
するもの。 
大阪府では「Osakaあんしん住まい推進協議会」
を平成 27年３月に設立し、住宅確保要配慮者及び⺠
間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提供等の支援を行
っている。 
 
居住支援法人 
住宅セーフティネット法に基づき、住宅確保要配慮
者の⺠間賃貸住宅への円滑な⼊居の促進を図るため、
住宅確保要配慮者に対し家賃債務保証の提供、賃貸住
宅への入居に係る住宅情報の提供・相談、見守りなど
の生活支援等を実施する法人として都道府県が指定す
るもの。 
家賃債務保証とは、賃貸住宅への入居を支援するた
め、賃借人の委託を受けて、当該賃借人の家賃の支払
いに係る債務を保証すること。 

 
近隣センター 
ニュータウンにおいて日常生活に必要な諸機能を配
置したセンター機能を持ち、住区ごとに設置されるも
の。住⺠が徒歩で⽇常⽣活に必要な最寄り品の購⼊が
できる場所であり、一般的に、スーパーマーケット又
は市場を中心店舗として日常生活に必要な 10店舗前
後の個別商店で形成される。 
 
グランドデザイン・大阪 
変化し、躍動する大阪の今後の方向性を広く世界に
発信するとともに、府域全域の方向性を示す「将来ビ
ジョン・大阪」に基づき、2050年を目標とする大都
市・大阪の都市空間の姿を分かりやすく示したもの。 
 
グランドデザイン・大阪都市圏 

2050年を⽬標に、関⻄全体を視野に、おおむね関
⻄⼤環状道路の範囲内を⼤阪都市圏として、都市間連
携の強化や⼤胆な⼟地利⽤の転換等を⾏い、⺠間主導
により人・モノ・情報・投資を呼び込める、府域全体
の都市空間創造に向けた大きな方向性を示すもの。 
 
グループホーム 
介護保険法に基づく認知症高齢者グループホーム
と、障害者総合支援法に基づくグループホームがあ
る。認知症高齢者グループホームは、認知症のための
介護を必要とする方が少人数で共同生活を営む住居
（グループホーム）において介護を行うサービス。障
害者総合支援法に基づくグループホームは、主として
夜間において、共同生活を営む住居で、相談、入浴、
排せつ又は食事の介護その他日常生活上の支援を行う
サービス。 
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経済的側面 
住宅セーフティネットの３側面のひとつ。収入に応

じた適正な負担の範囲内で住宅を市場でみつけられる
こと。 
 
建築物環境配慮制度 
「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づき、
地球温暖化やヒートアイランド現象をはじめとした
様々な環境負荷の低減や、居住環境や緑地の形成など
建築物自体が持つ環境の質の向上に向け、一定規模以
上の建築物の新築等を対象に環境配慮についての措置
と、評価結果の届出を義務付けたもの。 
 
建築物省エネ法（建築物のエネルギー消費性能の向上
に関する法律） 
建築物のエネルギー消費性能の向上を図るため、住
宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能
基準への適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計
画の認定制度の創設等の措置を講じたもの。 
 
公営住宅 
公営住宅法に基づき、国及び地方公共団体が協力し
て、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備
し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な
家賃で賃貸し、⼜は転賃することにより、国⺠⽣活の
安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として供
給される住宅。 
 
郊外 
一般的には、都市の外縁部地域のことを示す。本計
画では、都心外縁のうち、住宅地が形成されるなど、
一定の市街地が形成された地域を指す。 

 
公的賃貸住宅 
本計画では、公営住宅、都市再生機構賃貸住宅、地
方住宅供給公社賃貸住宅等の公的主体により経営され
る賃貸住宅を指す。 
このほか、特定優良賃貸住宅、サービス付き高齢者
向け住宅、地方公共団体が整備に要する費用の一部を
負担して整備の推進を図る賃貸住宅を含む場合もあ
る。 

 
コ・クリエーション 
 多様な立場の人たち、ステークホルダーと対話しな
がら新しい価値を生み出していく考え方のこと。「共
に」「創る」の意味から「共創」とも呼ばれている。 
 
コミュニティバランス 
年齢や世帯の構成がバランスよく居住すること。 

 
コンバージョン 
既存の建物を用途転換して再生させること。オフィ
スビルを住宅、廃校をコミュニティ施設、住宅を小規
模店舗等へ用途転換する例がみられる。 

 
 
 
 

＜さ行＞ 
 
サテライトオフィス 
企業本社や、官公庁・団体の本庁舎・本部から離れ
たところに設置されたオフィス。 
 
サービス付き高齢者向け住宅 
高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住ま
い法）に基づき、面積要件やバリアフリー構造等の一
定の基準を満たし、見守りや生活相談等の高齢者を支
援するサービスを提供する高齢者向けの住宅。 
 
シェアオフィス 
自社だけではない複数の利用者が主にフリーアドレ
ス形式で使用するオフィス。 
 
自然エネルギー 
石油や石炭、天然ガスといった有限な資源である化
石エネルギーとは違い、太陽光や風力、地熱といった
地球資源の一部など自然界に常に存在するエネルギー
のこと。 
 
質的側面 
住宅セーフティネットの３側面のひとつ。最低限の
生活を営むに足りる面積として国が定める「最低居住
⾯積⽔準の広さ」や府⺠の⽣命、財産を守る観点から
住宅の「耐震性」といった一定の性能。 
 
社会サービス 
⼀般に、国⺠⽣活に密着し、又は国⺠⽣活の基盤を
成すサービスで、公的部門が供給主体となり、又は何
らかの制度的な関与を⾏うことによって、⺠間部⾨に
おける供給と併せ、サービスの安定的供給や質の確保
を図っていく必要のあるサービスを指す。代表的なサ
ービスとして、保健、医療、福祉分野、教育サービス
などが該当する。 
 
社会的側面 
住宅セーフティネットの３側面のひとつ。高齢者や
障がい者等であることを理由に入居を拒否されないこ
と。 
 
住教育 
普段のくらしの中で、より豊かな住生活や住環境を
実現していくために、何が必要かに気づき、考え、実
践していく力を養うための教育のこと。 
 
住宅確保要配慮者 
 住宅セーフティネット法に位置付けられた、低額所
得者、被災者、高齢者、障がい者、子供を養育する
者、その他住宅の確保に特に配慮を要する者。 
 
住宅瑕疵担保責任保険 
特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律
に基づく保険。新築住宅に瑕疵があった場合に、補修
等を行った事業者に保険金が支払われる制度。 
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住宅性能表示制度 
 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき、国
土交通大臣の登録を受けた登録住宅性能評価機関が、
住宅の性能に関する表示基準に従って評価を行い、そ
の評価結果を住宅性能評価書として交付する制度。 
 
住文化 
 住宅と住生活に関わる文化を表す言葉。 
 
証券化支援業務 
⻑期・固定⾦利の住宅ローンの提供を⺠間⾦融機関
において実現するため、公的機関の信用力を活用して
証券化を行うもの。 
 
シームレス 
直訳は継ぎ目や縫い目がないという意味。派生して
「途切れていない」「なめらかである」であることを
指す。 

 
ストック 
ある一時点に存在する物。在庫。住宅政策における
住宅ストックとは、既存の住宅のこと。 
 
スマートシティ 
都市の抱える諸課題に対して、ICT等の新技術を活
用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営
等）が行われ、全体最適化が図られる持続可能な都市
又は地区。 
 
セーフティネット住宅 
住宅セーフティネット法に基づき登録された、規模
や構造等に一定の基準を満たし、住宅確保要配慮者の
入居を拒まない賃貸住宅。 
 

＜た行＞ 
ダイバーシティ 
「多様性」のこと。性別や国籍、年齢などに関わり
なく、多様な個性が力を発揮し、共存できる社会のこ
とをダイバーシティ社会という。 
 
宅地建物取引業法に基づく指導監督基準 
 宅地建物取引業者及び宅地建物取引士によるコンプ
ライアンス向上の取組みを促進し、違反行為及び適正
を欠く行為の未然防止を図るため、大阪府知事が指導
監督を行う場合の統一的な基準。 
 
⻑期優良住宅 
⻑期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づき、
⻑期にわたり良好な状態で使⽤するための基準や規模
等を満たす住宅として、設計及び維持保全の計画につ
いて所管行政庁の認定を受けたもの。認定を受けた住
宅は、税制上の優遇措置が講じられる場合がある。 
 
テレワーク 
テレワークとは、ICTを活用した、場所や時間にと
らわれない柔軟な働き方のこと。働く場所によって、
自宅利用型テレワーク（在宅勤務）、モバイルワー

ク、施設利用型テレワーク（サテライトオフィス勤務
など）に分けられる。 
 
同和地区 
 「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関す
る条例」第二条第一項に定める歴史的社会的理由によ
り生活環境等の安定向上が阻害されている地域。 
 
都市インフラ 
経済活動や社会生活の基盤を形成する、国・地方公
共団体による道路、公園、河川、下水道、港湾などに
加え、都市の再生・再構築において⺠間事業者が主体
となった公共的な施設も含む。 
 
都心 
一般的には、都市の活動において拠点とされる中心
部を指す。本計画では、おおむね大阪市北区、中央
区、⻄区、福島区、浪速区、天王寺区の 6区を指
す。 
 

＜な行＞ 
ニュータウン 
主に都市近郊において住宅地として計画的に建設さ
れた新たな市街地。その多くは⾼度経済成⻑期の⼈⼝
増加に伴う住宅需要に応えるため、全国各地に建設さ
れたが、建設後数十年を経て、人口減少、少子・高齢
化、住宅や施設の老朽化等が進み、様々な課題が顕在
化してきている。大阪府において代表的なニュータウ
ンとしては、千里ニュータウン、泉北ニュータウンな
どがある。 
 

＜は行＞ 
バリアフリー 
高齢者や障がい者をはじめ、誰もが社会生活を行う
上で障壁（バリア）となるものを、ハード・ソフトの
両面から除去すること。 
 
バリアフリー法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化
の促進に関する法律） 
公共交通機関の施設等、道路、建築物の構造及び設
備を改善するための措置や、一定の地区における旅客
施設、建築物等及びこれらの間の経路を構成する道路
等の施設の一体的な整備の推進を定めた法律。 
 
被災建築物応急危険度判定制度 
人命にかかわる二次的被害を防止することを目的
に、大地震により被災した建築物について、その後の
余震等による倒壊の危険性や、外壁・窓ガラスの落
下、付属設備の転倒などの危険性を判定する制度。 
 
被災宅地危険度判定制度 
宅地の⼆次災害を軽減・防⽌し住⺠の安全を確保す
ることを目的に、大規模な地震又は大雨等によって、
宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、要請を受け
た被災宅地危険度判定士が危険度判定を実施し、被害
の発生状況を迅速かつ的確に把握する制度。 
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ヒートアイランド現象 
都市の気温が周囲よりも高くなる現象のことで、気

温の分布図を描くと、高温域が都市を中心に島のよう
な形状に分布することからこのように呼ばれる。ヒー
トアイランド減少は、都市がなかったと仮定した場合
に観測されるであろう気温に比べ、都市の気温が高い
状態ということもできる。 

 
ビュースポット 
 一般的に「視点場」の意味。 
大阪府では、世界に誇れる大阪の魅力ある景観、きら
りと光る個性豊かで多彩な大阪の景観を美しく眺める
ことのできる場所（ビュースポット）を一般からの募
集により発掘し、「ビュースポットおおさか」として
選定したものを発信していくことで、府⺠・事業者・
来訪者の方々に大阪の景観に興味をお持ちいただき、
府域全体の良好な景観形成を推進している。 
 
不動産取引等における土地調査 
府の区域内の土地の取引に関連して事業者が自己の
営業のために土地に関する事項を調査すること。 

 
＜ま行＞ 

まちづくり協議会 
住⺠⾃らが計画を⽴案・提案し、また地元と⾏政と
の橋渡しを行うまちづくり協議組織のこと。協議会の
構成としては、既存の町会・自治会・商店会の委員の
ほか、地元企業・公募による個人などを参加させるも
のがある。 
 
密集市街地 
老朽化した木造建築物が建ち並び、狭い道路が多く
公園などの公共的な空間・空地が少ないために、地震
時等に建物の倒壊や大規模な火災などの甚大な被害が
発生する危険性が高い市街地。戦前からの市街地や高
度経済成⻑期の⼈⼝急増等により都⼼部周辺で形成さ
れたものが多い。 
 
みどりの風促進区域 
「みどりの大阪推進計画」に基づき指定される、海
と⼭をつなぐみどりの太い軸線の形成を通じ、府⺠が
実感できるみどりを創出するとともに、ヒートアイラ
ンド現象の緩和や、官⺠⼀体となったオール⼤阪での
みどりづくりを促進するため、道路や河川を中心に、
⼀定幅の沿線⺠有地を含めた区域。 
 

＜や行＞ 
ユニバーサルデザイン 
バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア
（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、ユニ
バーサルデザインはあらかじめ、障がいの有無、年
齢、性別、人種等に関わらず多様な人々が利用しやす
いよう都市や生活環境をデザインする考え方。 
 

＜ら行＞ 
 
 
 

リソース 
資源や資産、資料、供給源の意味。人材や物資、資金
など、異なる種類の要素を包括的に表す際にも用いら
れる。 

 
リノベーション 
リフォームが新築時の目論見に近づくように復元す
る修繕であるのに対し、リノベーションは新築時の目
論見とは違う次元に改修する改修とされている。一般
的には、建物を大幅に改修し、古い建物を新しい状態
に戻すのではなく、大規模な設備更新や間取り変更な
どを伴い、建物に新たな付加価値を与えることを目的
としたものをいう。 
 
リバースモーゲージ 
 借り手（高齢者）が自らの持ち家に継続居住しなが
ら、その住宅を担保として生活資金を借り入れ、死亡
時にその住居を売却することにより借入金を清算する
制度。 
 
隣保館（りんぽかん） 
地域社会全体の中で、福祉の向上や⼈権啓発の住⺠
交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターとし
て、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための
各種事業を総合的に行う社会福祉施設。 
 

＜わ行＞ 
ワークショップ 
地域にかかわる諸問題に対応するために、様々な立
場の参加者が、経験交流や魅力的な共同作業を通じ
て、地域の課題発見・創造的な解決策や計画案の考
案・それらの評価などを行っていく活動をいう。 
  

＜A~Z＞ 
BEMS 

Building and Energy Management Systemの略。
業務用ビル等、建物内のエネルギー使用状況や設備機
器の運転状況を把握し、需要予測に基づく負荷を勘案
して最適な運転制御を自動で行うもので、エネルギー
の供給設備と需要設備を監視・制御し、需要予測をし
ながら、最適な運転を行うトータルなシステム。 
 
DIY 

Do it yourselfの略。一般的には自らの手で日曜大
工等を行うこと。賃貸住宅等では、棚の設置、押し入
れを造作収納に変更、床・壁・点状の素材の変更など
室内を賃借人が自分の好みに合わせてある程度自由に
住宅を改装すること。 
 
DX 

Digital Transformationの略。一般的には進化した
デジタル技術を浸透させることで人々の生活をより良
いものへと変革するという概念。交通、医療、エネル
ギー、商業、行政、オフィスなど、あらゆる都市機能
の DX化を通じたスマートシティなどの取組みが進み
つつある。 

 
 



  

52 
 

ESCO事業 
Energy Service Company事業の略称。省エネルギ
ー化による光熱水費の削減分で改修工事に係る経費等
を償還することを基本とする事業で、ESCO事業者は
省エネルギー効果が見込まれるシステム・設備などを
提案・提供することで省エネルギーを保証し、維持・
管理まで含めた包括的なサービスを提供する。 
 
HEMS 

Home Energy Management Systemの略。家庭内
で使用している電気機器の使用量や稼働状況をモニタ
ー画面などで見える化し、電気の使用状況を把握する
ことで、消費者が自らエネルギーを管理するシステ
ム。 

 
IoT 

Internet of Thingsの略。自動車、家電、ロボッ
ト、施設などあらゆるモノがインターネットにつなが
り、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化や
それに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生
み出すというもの。これにより、製品の販売に留まら
ず、製品を使ってサービスを提供するいわゆるモノの
サービス化の進展にも寄与する。 
 
MaaS 

Mobility as a Serviceの略。地域住⺠や旅⾏者⼀⼈
一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数
の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合
わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスであ
り、観光や医療等の目的地における交通以外のサービ
ス等との連携により、移動の利便性向上や地域の課題
解決にも資する重要な手段となるもの。 
 
PFI 

Private Finance Initiativeの略。公共施設等の建
設、維持管理、運営等を⺠間の資⾦、経営能⼒及び技
術的能力を活用して行う手法。 
 
PPP 

Public-Private Partnershipの略。公共サービスの
提供において、何らかの形で⺠間が参画する⼿法を幅
広くとらえた概念で、PFIのほかに、部分⺠営化やア
ウトソーシング、行政財産の商業利用などの手法が含
まれる。 
 
SDGs 

Sustainable Development Goalsの略。平成 27年
年 9月の国連サミットにおいて、全会一致で採択さ
れた国際目標。「誰一人取り残さない」持続可能で多
様性と包摂性のある社会の実現のため、令和 12年
（2030）年を年限とする 17の国際目標で、その下
に、169のターゲット、232の指標が定められてい
る。 
発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むべき
課題であること、また、自治体を含めた様々なステー
クホルダーが取り組むべき目標とされている。 
 
 

UR賃貸住宅のストック再生 
平成 30年に UR都市機構が公表した「UR賃貸住
宅ストック活用・再生ビジョンについて」に基づき、
多様な活用を行うために再生の必要がある高経年団地
を「ストック再生」として、建替え、集約、用途転
換、改善の 4つの手法を複合的・選択的に実施する
もの。 

 
ZEB 

Net Zero Energy Buildingの略。先進的な建築設計
によるエネルギー負荷の抑制やパッシブ技術の採用に
よる自然エネルギーの積極的な活用、高効率な設備シ
ステムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ大
幅な省エネルギー化を実現した上で、再生可能エネル
ギーを導入することにより、エネルギー自立度を極力
高め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとす
ることを目指した建築物。 
 
ZEH 

Net Zero Energy Houseの略。外皮の断熱性能等を
大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの
導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネ
ルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入す
ることにより、年間の一次エネルギー消費量の収支が
ゼロとすることを目指した住宅。 
 




